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今年の春は勢いが違います。この欄を書かせ

ていただいて３回目の春ですが、右肩上がりで

賃上げの機運が高まってきました。ＵＡゼンセ

ンの「闘争状況ボード」にも「満額」の文字が

ならび、多くのマスコミからの取材も受けまし

た。これまでの間、労使が真摯に企業の状況や

労働環境について話し合ってきたことの結果だ

と思っています。この流れを中小企業や労働組

合のない職場で働く労働者にも広げることが、

我々の重要な役割です。 

賃上げ闘争の日々の暮らしのなかで気になっ

ていることが２つあります。“壁”です。 

１つ目の“壁”は、「価格転嫁」「適正価格」

です。自分の日々の暮らしは愛犬とともにあり

ますが、ここ最近、ドッグフードの価格が変な

のです。コロナの頃から値上がりしているので

すが、いつも買っているフードの値段がこんな

感じです。Ａスーパーでは150円、Ｂホームセ

ンターでは24個買ったら１つ99円、ネットでは

200円…このフードの適正価格は結局いくら？

価格転嫁できている？フードを手にしつつ心配

になってきました。 

今の段階では中小の賃上げも進んでいる状況

（ＵＡ）ですが、政府の対策や労使の取り組み

が進むなかで、今年は企業規模間格差が是正さ

れた、と振り返ることができるよう、引き続き

労使の取り組みを支援していくことが必要です。

できることをしていきたいです。 

２つ目の“壁”は、いわゆる“年収の壁”で

す。賃上げとの関係は深く、扶養の範囲で働き 

たいため上限額を超えないように労働時間を調

整するので、賃上げや最低賃金改定が喜ばれな

い事態となっているとの現場からの声を聴きま

す。パートタイマーや契約社員等の政策・労働

条件を担当し、社会保険と最低賃金の双方に関

わってきた自分にとっては目下最大のテーマで

すが、この問題は奥が深く複雑です。 

ＵＡゼンセンは2024賃金闘争方針に「“年収の

壁”への対応を行う」ことを盛り込みました。

「税・社会保障制度に関して組合員に正確な情

報を伝えるとともに、キャリアアップ助成金等

を積極的に活用し、賃上げや労働時間の延長を

組み合わせて手取り収入の減少を補うよう、労

使で対応を協議する」という内容です。今年初

めて盛り込んだものではありませんが、賃金引

き上げに関することとして記載したのは初めて

です。キャリアアップ助成金については「年収

の壁・支援強化パッケージ」の活用について厚

生労働省の担当者を講師に招いた労使セミナー

を開催し好評を得ました。労使で認識をともに

し、年金においては基礎年金に報酬比例の厚生

年金をオンすれば老後を少し豊かにできる、そ

ういった周知も引き続きしていきたいです。 

“壁”を克服し、心豊かに安心して生きてい

ける社会に暮らしていきたい（愛犬とともに）。

今年の闘争に取り組むなかで、改めて改善しな

くてはいけないことの多さと、守ることの大切

さを感じたように思います。今年の春は違った

な！と振り返ることができますように。 
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タイ国境の街、メーソトの混沌 

タイ北西部のターク県メーソトはタイ・ミャン

マー国境の街。熱帯のタイ国境の３月末は、雨が

降らない乾季の真っただ中。日中の気温は体温を

超える40度近い炎暑の季節。焼付く太陽の下で顔

や腕の皮膚は外の空気に触れると火傷するようだ。 

国境を流れるのはムーイ川。その国境には第一

友好橋が架かる。対岸はミャンマーの国境の街、

ミャワディ。ベトナムからミャンマーを結ぶ国際

物流道路「東西回廊」であり人とモノの最大の要

衝地だ。少なくても300万人ともいわれるミャン

マーからの移民労働者の最大の玄関口でもある。 

日本ではあまり報道されていないが、第一友好

橋のミャンマー側の上流や下流にある少数民族が

支配する地域には、中国資本とされるカジノや娯

楽型ホテルが立ち並ぶチャイナタウンが建設され

ている。詐欺、違法オンラインカジノ、人身売買

等が行われていると国際的な問題になっている。 

国境の街周辺にはミャンマーでのクーデター後

に軍の弾圧を逃れて多くの市民が逃れてきている。

タイ政府は公式には避難民の受入れを認めておら

ず、多くの人々がジャングルの中での生活を強い

られ、衣食住医が不足している。 

 

最大のメラ難民キャンプ 

メーソトの街から車で北へ約１時間、銃を持っ

たタイ軍の兵士が警備する検問所を２カ所超えて

向かった先にメラ難民キャンプがある。タイ・ミ

ャンマー国境にあるミャンマー難民キャンプ９カ

所のなかで最大のキャンプである。難民キャンプ

の入り口には、英語で「メラ避難民一時収容地

域」と表示してある。「難民」と表示していない

のは、タイ政府が難民条約に批准していないため

だ。 

難民キャンプの入口ゲートで車から降りて、訪

問者記録簿に名前と所属団体名を書いてサインを

する。国内外の報道機関関係者の取材や訪問は原

則として許可されていない。 

タイ政府は公式には「一時的避難民収容センタ

ー」としているが、事実上は「難民」として認め

ている。国連機関のUNHCR（国連難民高等弁務官

事務所）や国際NGOがタイ政府内務省の監督のも

と、キャンプ運営、食糧配布、医療、教育、保護、

生活向上などの分野を支援している。難民キャン

プ９カ所全体の人口は約91,000人(2023年12月国

連難民高等弁務官事務所)で、その約８割をカレ

ン民族が占めている。 

メラ難民キャンプにある難民による自治組織

「難民キャンプ委員会」の代表ら５人のメンバー

からキャンプの最新の概要を聞いた。キャンプリ

ーダーの話では、メラ難民キャンプは３地域に区

分されていて、5,672家族、31,992人が暮らす。

半数以上がカレン族で、ビルマ族、モン族、その

他と続く。宗教は、仏教が最も多く、キリスト教、
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イスラム教等がある。難民のなかで難民登録が行

われているのは12,556人、未登録が18,456人。難

民登録がされていなければ第三国定住の資格がな

い。 

筆者の所属するシャンティ国際ボランティア会

は、タイ政府から正式の許可を得た日本で唯一の

国際NGOとして、20年来、国境にある７カ所の難

民キャンプで図書館を中心とした教育・文化支援

活動を続けてきた。 

 

「祖国は難民キャンプ」の苦悩 

タイ国内に難民キャンプが設立されたのは1984

年。40年が経過して、親世代や祖父母世代と子ど

もたちとの世代間の価値観のギャップも大きくな

っている。15歳以下の子供たちの大半は「祖国は

難民キャンプ」世代である。生まれてから一度も

祖国はもちろん、難民キャンプの外にも出たこと

がない。ミャンマーの農村では一般的な稲作や水

牛や牛も見たことがない。 

難民キャンプでは恒久的な建物の建設が禁止さ

れているため、民家は、屋根はチ―クの葉を重ね

て編み、柱はユーカリの木、壁は竹を編んで作ら

れている。高床式の作りの簡素な家が急な斜面に

まで隙間なくびっしりと立ち並ぶ。学校などの公

共の大型の建物はトタン板でできている。 

 

難民問題の解決方法とは 

現在、「難民問題の恒久的な解決」として考え

られているのは以下の３つである。 

本国帰還：最も恒久的な解決方法の一つだった

が、キャンプ委員会のメンバーは、難民の約

８割は祖国への帰還を希望していないと口を

揃える。クーデター以降は、絶望的な状態と

なってしまった。難民キャンプ生まれの世代

が半分を超え、祖国に親戚など頼れる人もい

ない、土地も仕事もない。軍の攻撃など安全

も保障されていないので帰還が実施できる状

況にはない。 

第三国定住：教育の機会やより良い生活を求め、

第三国定住はアメリカを中心に大人気だ。ク

ーデター前に最大の定住受入れ国だったアメ

リカは一度は中止をしたが、2023年にミャン

マーでのクーデターを契機に再開を表明。絶

望的な状態にある難民キャンプの若い世代を

中心に大きな希望となっている。 

タイへの統合：難民の中で最も希望が多いのは

タイへの定住である。隣国であり、気候、宗

教、文化・社会などの共通性が高く暮らしや

すい。しかし難民キャンプの恒久化につなが

りかねないために、タイ政府として認めるこ

とは極めて難しい状況だ。 

 

混迷の中に希望はあるのか 

私たちに今、出来ることは、難民キャンプが過

酷な環境であるからこそ、国境やタイ国内の移民

労働者の子どもたちへの教育支援活動を途絶えさ

せない事だ。支援活動を止めてしまえば活動が途

絶える。外国の国際NGOは活動の再開が極めて困

難な状況にある。現地スタッフも命がけで日本人

スタッフと共に「教育の機会」を創るために関わ

っている。 

クーデター後にタイへ逃れてきた人々も、暴力

や貧困、差別などを逃れてきた先でまた貧困に陥

るという負の連鎖が起きている。国境を超えた貧

困の再生産を断ち切るためには教育の機会を途絶

えさせないことが大切だ。 

少数民族であっても自らの言語やミャンマー語

を学び、自らの文化的アイデンティティを継承し

て欲しい。子どもたちの笑顔こそが困難な難民キ

ャンプで生きる大人たちの生きる糧となることを

40年前のカンボジア難民キャンプから学んだ。 

 

メラ難民キャンプの小学校の教室で学ぶ子どもたち 
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外国人労働者政策のこれから 
  

昨年11月末、「技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議」が 

最終報告書をまとめました。 

従来の制度が、国内の経済社会を維持するうえで欠かせない存在としての 

外国人労働者の確保を進めてきた一方、人権侵害や法違反を発生させてきたことに対する反省をふまえ、 

新たな制度の下で権利の保護やキャリアアップのための 

仕組みづくりが必要だと指摘しています。 

この議論をもとに今国会において関連法の改正案が提出され、 

従来の技能実習制度に代わる新たな在留資格「育成就労」の新設に向けて、 

現在審議の只中にあります。 

人材確保と人材育成を主眼とする新たな制度の成立を前に、 

外国人労働者政策はひとつの節目を迎えています。 

本特集では、これまでの外国人労働者政策の経緯と受け入れ実態をふまえた上で 

新たな制度の位置づけ、これからの課題と展望、また、労働組合としての考え方や 

今後求められる制度のあり方について取り上げました。 
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はじめに 
 

 

2024年３月15日に外国人労働者受け入れに関す

る法律案が国会に提出された。法律案の正式名称

は「出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能

実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する

法律の一部を改正する法律案」である。この改正

は、2016年に成立したいわゆる技能実習法と、

2018年に成立した改正入管法（いわゆる特定技能

制度の設立を定めた改正）の両者を同時に再度改

正するものである。技能実習制度も特定技能制度

も、その成立時から見直しの時期が２年後乃至は

３年後に定められていたが、コロナ禍の影響で先

送りされていた。2023年11月に外国人材の受入

れ・共生に関する関係閣僚会議の下に設置された

「技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関す

る有識者会議(以下、有識者会議とする)」が報告

書を発表し、その結果が今回の法律案の内容とな

っている。 

本稿では、現在の日本社会が受け入れている外

国人労働者の実態を踏まえた上で、見直された制

度変更の内容と将来の課題について触れたい。 

 

１．日本の外国人労働者の現状 
 

 

日本に在留する外国人数はコロナ禍の2020年お

よび2021年には減少したが、2023年６月末時点で

およそ322万人となり、コロナ禍以前の2019年末

の293万人よりおよそ30万人増加した。一方、日

本が受け入れた外国人労働者数は、コロナ禍であ

っても増加傾向は継続し、2022年10月末時点でお

よそ182万人となった。この増加傾向は、日本社

会の高齢化による労働力不足を前提にすると、今

後も継続することが見込まれる。 

外国人労働者はこれまで求人しても人が採用で

きない業種や職種、あるいは若年人口が都市圏に

流出しているために高齢化の進展が著しい地方圏

での人手不足を補ってきた。業種でみると、製造

業以外にも、屋外作業を免れにくい農業や建設業、

人口高齢化に伴って需要拡大が発生している介護

などがその典型であり（上林、2019b）、また地方

圏では事実上、労働移動が３年間禁止されている

技能実習生への依存度が高かった(上林、2019a)。

人口減少下で徐々に拡大した地域と業種・職種の

人手不足を担ってきたのが外国人労働者、そのう
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ちでも特に在留資格「技能実習」を持つ技能実習

生なのである。 

図１は厚生労働省が毎年実施している外国人労

働者の全数調査「外国人雇用状況の届出状況」

(以下、外国人雇用状況報告とする)の2023年10月

の調査結果である。日本で就労している技能実習

生は全体の20％（41.3万人）に達している。1989

年に改正された入管法によって、日本で合法的に

低熟練労働に従事できる外国人労働者は定住者

(日系人３世まで）、永住者、日本人の配偶者等の

身分に基づく在留資格保持者と技能研修生・技能

実習生の２種類であった。その後30年内外のうち

に、ブラジルやペルーから新規に来日する日系人

が減少し、外国人労働者の供給源として技能実習

生の割合が増加したのである。リーマンショック

直前の2007年の研修生・技能実習生数の合計は

17.7万人であったから現在の半分以下に過ぎない。 

 

図１ 在留資格別外国人労働者の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況（2023年10月末現在）」 

 

一方、日系人はリーマンショック後に多くの人

が帰国した後、新規流入者はリーマンショック前

まで戻っていない。また日系人は労働移動の自由

が認められ、その結果、大規模製造業の派遣労働

者として就労している割合が高い。地域的には、

東海地方、山陽地方の自動車・電機産業で雇用さ

れ外国人労働者集住地域を形成している。他方、

人口減少が進展している北海道や鹿児島県、山陰

地方などの地方圏では日系人を雇用するだけの賃

金支払い能力を持つ企業が少なく、人手不足は技

能実習生によって補ってきた。日系人が相対的に

減少することにより、外国人労働者に占める技能

実習生の重要性が特に地方圏で一貫して高まって

いる。 

次に業種別に外国人労働者の就労人数を見てみ

よう。図２は図１と同じ外国人雇用状況報告を整

理した結果である。技能実習生は製造業と建設業

で就労する人数が多く、資格外活動に分類される

専門的・技術的分野
29.1%

特定活動
3.5%

技能実習
20.1%

資格外活動
17.2%

身分に基づく在留資格
30.1%

不明
0.0%
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留学生は宿泊業・飲食サービス業と卸・小売業に

多い。実際、技能実習生のほぼ半数の17万人が製

造業に、２割の７万人が建設業に就労している。

また農業関係の技能実習生数について、外国人技

能実習機構統計をみると、職種別計画認定数（新

規受け入れの許可を得た人数）の農業関係職種は

2022年に全体の8.1％、約２万人であった。農業

人口の高齢化が進展している中での大きな人数で

あろう。 

またここでは図示しないが、先の外国人雇用状

況報告では、外国人労働者を雇用する事業所のう

ち、30人未満規模が61.4％、30～99人規模が

17.7％を占めており、大企業よりも中小企業にと

って外国人雇用が重要な課題であることが示され

ている。 

 

図２ 業種別外国人労働者の人数（在留資格別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：図１に同じ 

 

以上のように技能実習生を中心にその雇用実態

を見ると、業種・職種の上で、また地域の観点か

らも日本社会にとって今や不可欠な労働力として

機能していることが理解されよう。 

 

２．技能実習制度の見直しと 

特定技能制度との接合 
 

2-1 現在の外国人技能実習制度 

1993年に創設された外国人技能実習制度は、ほ

ぼ30年の年月を経て育成就労制度という新しい制

度に変更されようとしている。2024年３月に法案

の国会上程、４月に審議が始められて成立すれば、

公布後３年以内に施行されることとなっており、

2026年から2027年には新制度への移行が始まる。

その制度変更のポイントについて図３を参照しな

がら説明しよう。 

現在の技能実習制度では、入国時に日本語能力

試験や技能試験が不要で、入国後１年間は技能実

習１号、その後２年間は技能実習２号として就労

可能である。技能実習２号終了時には、技能試験

合格を前提として技能実習３号として更に２年間、

0 100 200 300 400 500 600

サービス業（他に分類されないもの）

医療、福祉

教育、学習支援業

宿泊業、飲食サービス業

卸売業、小売業

情報通信業

製造業

建設業

①専門的・技術的分野 ②特定活動 ③技能実習 ④資格外活動 ⑤身分に基づく在留資格
（千人）
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合計５年間就労できる。技能実習３号は2023年６

月時点では7.6万人で、技能実習生38.8万人の２

割に過ぎない。これは家族帯同が許可されないた

めに技能実習生が希望しない、あるいは本人の技

能の伸びが雇用主の期待通りではなく４年目以降

の継続雇用を雇用主が希望しない、などの理由が

考えられるが、労使双方が出稼ぎ労働と単純労働

者受け入れと割り切った場合は、３年を超える雇

用は実現しない。 

 

図３ 技能実習制度と育成就労制度の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-2 現在の特定技能制度 

技能実習制度の在留許可年数の上限を押し上げ

る制度として、2019年から特定技能制度が開始さ

れた。特定技能１号は在留許可期間が５年で、技

能実習２号乃至は３号から在留資格を変更するこ

とが可能であると同時に、特定技能資格に相当す

る日本語試験と技能試験に合格さえすれば、技能

実習生としての就労経験を持たなくても海外・国

内の双方から直接に日本の事業主に雇用され得る。

製造業や建設業、農業と異なり、技能実習制度を

持たない外食産業分野の特定技能２号は、特定技

能１号を５年経験後、熟練労働者レベルに設定さ

れた技能試験に合格することを条件に付与される。 

特定技能２号者は家族帯同も可能となり、在留

期間の制限もない。言い換えれば日本に永住可能

な在留資格である。2023年12月末現在、その人数

は37人であり、特例措置によって技能実習期間が

延長されて日本での就労経験が既に５年を満たし

た建設分野の元実習生が多い。特定技能２号の対

象分野は当初、建設と造船・舶用の２業種に限定

されていたが、2023年６月に特定技能１号と同じ

11分野に拡大された（注：介護職種は、在留資格

「介護」によって永住が保障されているので、特

定技能２号の分野とはならない）ので、今後増加



 

8  2024.4 労 働 調 査 

する見込みである。 

表１に現在の業種別特定技能１号者数をみよう。

現在特定技能者を受け入れ可能業種は12業種で、

2023年12月末時点で総勢20万8,462人となってい

る。2019年の制度創設時の予測では、５年間で34

万5,000人の受け入れ人数を見込んでいたが（上

林、2020）、2020年以降のコロナ禍の影響で受け

入れ数はほとんど伸びず、コロナ禍が収まった

2022年以降、急速に拡大した。2023年２月末時点

では、14万6,002人であったから、10か月の期間

で６万人の増加であった。 

業種別には、飲食料品製造業が最も多く、６万

人を超える。また機械金属業を中心とする素形

材・産業機械・電気電子情報関連製造業が４万人で、

この分野は技能実習生受け入れに長い歴史を持ち、

特定技能者のほとんどの前職は技能実習生である。

技能実習生受け入れの歴史の中で、積極的に熟練

労働者を育成した結果としてこうした多数の特定

技能者を生み出しているといってよいだろう。 

 

１ 特定技能１号の業種別受け入れ人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定技能者の第３位の業種は介護である。介護

は、2016年の特定技能法が成立した時に新たに介

護職が技能実習対象職種として認められて、技能

実習制度の中では比較的新規の職種であるが、技

能実習法成立時に同時に出入国管理法が改正され、

在留資格「介護」が創設された経緯がある。その

ため、介護職の特定技能１号の技能レベルの上位

職種としては他の職種のように特定技能２号は想

定されておらず、「介護福祉士」の資格取得によ

って在留資格「介護」に資格変更するというキャ

リアルートが想定されている。建設、農業など屋

外作業を含む職種が多い業種も、特定技能受け入

れ業種の４位、５位で２万人を超えている。 

以上、特定技能１号はコロナ禍の影響が収まっ

た時点で急増し、その増加の勢いは特定業種にお

ける労働力への潜在的需要の大きさを示している

ように思える。 

  

2-3 新たな育成就労制度と特定技能制度 

図３の下段には今般の法案で示された育成就労

制度と、育成就労制度創設に伴う特定技能制度の

変更点を示した。育成就労制度の創設にあたって

は、ほぼ技能実習制度の名称変更に過ぎないとい

う批判的な見方、すなわち技能実習制度の欠陥を

根本的に修正すべきであり今回の見直しは不十分

であるという見方と、現実に技能実習生を雇用し

ている中小企業者にとって技能実習生の雇用が不

可能となるような制度変更は賛成しかねるという

見方との間で対立が続いている。その対立は技能

実習制度の見直し前から存在しており、技能実習

制度ないしは育成就労制度が一つの日本型の移民

政策であると断定すれば、移民政策に伴う宿命的

なものであろう。どのような制度変更であっても

合意に達することは不可能と思える。有識者会議

の報告でも、報告書の内容に反対する少数意見が

添えられていた。そうした前提に立って、今回の

注１）スーパーでの総菜加工が含められる予定 

注２）制度改革後は、パルプ・紙・紙加工製造、コン

クリート製品製造、繊維などを加えて、工業製品

製造業と改称予定 

出所：出入国在留管理庁「特定技能在留外国人数」

（2023年12月末現在） 

業種 人数
飲食料品製造業 注１） 61,095
素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業注２） 40,070
介護 28,400
建設 24,433
農業 23,861
外食業 13,312
造船・舶用工業 7,514
ビルクリーニング 3,520
漁業 2,669
自動車整備 2,519
航空分野 632
宿泊 401
総計 208,462
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改正ポイントを箇条書きにしてみたい。 

 

2-3-1 転籍の問題 

技能実習制度では技能習得が第１の目的であっ

たから、訓練期間という建前で３年間、同一事業

主（実習実施者）の下で同一職種に従事すること

が規定されていた。これは他方では３年間の労働

移動の禁止という側面を持ち、それが技能実習生

への人権侵害を生むという問題点が指摘されてき

た。雇用主への異議申し立ては、第３者機関に訴

えるよりも離職すれば最も手軽な方途とするなら

ば、その手軽な手段が技能実習生には禁じられて

きた。またそうした転籍の不可能なことが、失踪

問題を生み出してもきたのである。 

この点が今回の見直しの焦点の一つであった。

技能実習生は事前に一定の試験に合格したわけで

もなく、ほとんど未熟練労働者である。すなわち

母国で雇用労働の経験がない人が大半であったか

ら、単に受け入れ職種の技能を教えるだけでなく、

日本語、日本の生活習慣、集団生活が基本となる

職場生活の規律を教えなければならない。生活と

職業に関する教育の費用と時間を誰が負担するの

か、という点を抜きにしては転籍の議論は進めら

れない。この点は関係者の利害が錯綜するところ

であり、有識者会議の当初の報告書案では転籍制

限は１年間までとなっていたが、その内容に与党

から修正要求が出され、法案では１～２年で転籍

可能、上限は従来の技能実習制度通りの３年とな

った。転籍可能な職種範囲は従来通り同一職種に

限定されるが、「やむを得ない場合の」転籍の範

囲が拡大し、手続きも柔軟にするという方針が確

認された。例えばこれまで、コロナで失職した技

能実習生に対して、職種を超えた転籍を認めた事

例がある。今後はこの法案で示された通り、業種

別に設置される分野別協議会で、各業種での転籍

制限期間が決定される見込みである。また実施時

期は、法案の施行が２～３年後となっているため、

2027年ごろになるであろう。 

  

2-3-2 受け入れ可能業種（分野）の調整 

技能実習制度は、制度創設時に外国人に対する

職業訓練実施をその建前としていたので、受け入

れ単位は職業訓練が可能な職種であった。一方、

2019年創設の特定技能制度は労働力確保の目的が

優先したので、受け入れ単位は日本の職場事情に

合わせて業種単位であった。その違いが、結果と

して技能実習制度では認められていた職種、例え

ば縫製などの繊維製品製造関連職種や自動車部品

関連職種の受け入れ職種が特定技能制度では受け

入れ不可能となっていた。しかし今回の改正では

業種単位の受け入れ制度という性格が正面から打

ち出され、特定技能受け入れ業種と育成就労制度

受け入れ職種との間の齟齬が解消され、繊維、印

刷なども特定技能の製造業分野に追加された。受

け入れ産業分野の決定は、育成就労法案で直接に

規定されているわけではないが、この改正を機に、

分野調整が実施されることになる。 

表２は新たに追加される４業種である。この４

業種はそれぞれ人手不足がここ10数年来継続して

いたものの、林業では職場環境の上で外国人労働

者の失踪可能性が高いのではないか、鉄道、自動

車運送業では日本語が不自由な外国人労働者で安

全性が確保できるのか、などの疑念が関係者間に

存在した。しかしそうした危険性はあっても、今

や労働者確保の必要性が高まった結果の措置であ

ろう。 

 

表２ 特定技能の新規追加分野 

 

 

 

 

新規追加分野
自動車運送業
鉄道
林業
木材産業
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また作業に季節性をもつ農業・漁業分野を前提

として、「労働者派遣等育成就労産業分野」とい

うカテゴリーが初めて用いられた。食糧安全保障

の上からもこの分野の人材確保が必須であるが、

両業種とも季節性があるために年間を通しての雇

用よりも、農繁期・出漁期のみの受け入れが望ま

しい。そのために外国人労働者の雇用形態として

は派遣労働に依存する割合が高く、受け入れ先は

農協以外にも、農家向けに外国人派遣労働に特化

した新規参入企業も生まれている。そこで派遣労

働に伴う弊害を防ぐために従来の技能実習生受け

入れ手続きのみならず、労働者派遣の手続きを踏

むことが規定された。予防措置的な意味合いが大

きいと思える。 

以上のような受け入れ対象分野が拡大した結果、

特定技能の受け入れ見込み数は、2024年から５年

間で現行の２倍以上の82万人となる見込みである

（「日本経済新聞」2024年３月７日・朝刊）。 

 

2-3-3 技能試験・日本語試験合格と永住者在留

資格取り消し規定・不法就労助長罪の厳罰化 

他国の移民政策の展開を見ると、受け入れ人数

を拡大する際には必ず受け入れ制限策を伴ってい

る。いわば飴と鞭とを同時に実施することにより、

外国人労働者の野放図な受け入れが始まらないよ

うにする意図である。今回の法案では、特定技能

者の人数と範囲が拡大されたが、それに伴い技能

試験と日本語試験の合格が義務付けられた。 

従来までは、技能実習を良好に修了した人は無

試験で特定技能１号に移行できた。しかし新制度

では技能試験と日本語試験の双方に合格すること

が求められる。そのレベルは、技能検定試験３級、

こうした制度が整備されていない業種では特定技

能１号評価試験の合格が求められる。また日本語

能力はＡ２以上（日本語能力Ｎ４等）である。日

本語能力Ｎ４とは、「基本的な日本語が理解でき

るレベル」に設定されていて特に難しくはないが、

合格するための試験勉強は必要とされよう。技能

検定の内容も、多くの育成就労者にとっては日常

の職務内容と検定対象の職務内容が異なるので、

合格に向けた学習が必要とされよう。 

また特定技能２号者は在留期限に制限がないた

め永住申請可能となる。新たな特定技能制度では

特定技能者が増加することが予想されるので、永

住許可に制限を設けた。税や社会保険料などの支

払いを故意に怠った場合は、永住者の在留資格を

取り消せるようにした。また不法就労助長罪の罰

則が引き上げられた。1989年の入管法改正時に不

法就労助長罪が新設して以来の初めての改正とな

る。 

 

３．残された課題 
 

 

以上のような今回の外国人労働者受け入れ制度

改正の狙いは、技能実習生の人権の侵害を防ぐ目

的と同時に、受け入れ職種・業種の実態と労働者

育成を目的とした技能実習制度との乖離を埋める

目的があった。 

しかし残された課題もある。それは転籍制限と

密接に結びついた地方圏への受け入れ外国人労働

者の定住化の問題である。人口減少が著しく若年

者が流出する地方圏こそが外国人労働者を求めて

いるのに、来日１～２年で労働移動の制限がなく

なると、就業する分野（職種）が同じという制限

だけでは、彼らの都市圏への流出を抑えられない

であろう。現実に特定技能制度が導入されて以降、

地方圏で採用された特定技能者の都市圏への流出

に歯止めがかけられない。 

外国人労働者の政策を立案する上で、この地域

間移動の問題は移民受け入れ国が抱える大きな課

題となっているので、今回の改正案のみで対応す
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ることは難しい。日本の地域政策と産業政策との

関連を踏まえた上での、大きな政策見取り図が必

要とされよう。 

今後の方向性だけをいくつか示しておこう。オ

ーストラリアやカナダなどの移民国は新規受け入

れ移民に対しての地方在住優遇政策を実施してい

るが、将来的には日本も参考にすべきだという議

論もある（徳田他、2023）。また移住労働者の人

権保護のためには一定の公的費用を伴うので、受

け入れ人数と彼らの権利保障との間には対立関係

があり、権利制限を行えば多人数の受け入れは実

質的には不可能であるという移民研究者ルースの

議論が紹介されている（佐藤、2021）。ルースは、

発展途上国の貧困層にとって海外出稼ぎが貧困克

服の一つの手段であるという見方をしている。 

上林もまたＩＬＯ条約を参照しながら、移住労

働者の権利保護と国家の移住管理政策の相克を論

じた（上林、2023）。また宣元錫は、不足する労

働市場に外国人労働者を補充する労働市場の補完

性の議論と、労働者の自由移動の論理は基本的に

両立不可能であることを認めた上で、2011年の韓

国の憲法裁判所は労働者の移動制限は立法者の裁

量として認められるという判例を紹介している

（宣、2022：95）。他国の議論を見ても、外国人

労働者の人権保障と、受け入れ国の地域労働市場

のニーズとの両立困難性をテーマにした論考は少

なくない。 

以上、今回の法改正について内容を検討してき

た。最後にこうした内容を検討するにあたっては、

移民政策が公共政策の一つであるという視点が不

可欠であることに留意したい。移住労働者受け入

れを長期的な視野から見れば、移民政策は明らか

に公共政策の一角を占める重要な政策であり、だ

からこそ、利益の享受者は誰なのか、労働者本人

か、受け入れ企業か、斡旋業者なのか、地域社会

か、国家全体なのか、についてのチェックが欠か

せない。今後、こうした側面についてさらに多く

の議論が必要とされよう。今回の入管法および技

能実習法の改正によって、ようやく私たちは移民

政策のスタート地点に立ったのである。 
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はじめに 
 

 

筆者は、近年増加傾向にある地方在住外国人の

動向に着目し、中四国・関西地方などで共同研究

を進めてきた（徳田・二階堂・魁生編2019；

2023）。現地調査などを通じて聞こえてくるのは、

「地方部の現場はもはや技能実習生無しでは回ら

ない」という企業や事業所の関係者の声であった。

現在検討が進められている技能実習制度の大幅な

改変において議論されている、原則的に変更不可

とされてきた実習先の変更を認めていこうとする

動きに対して、各地の関係者は「このままでは地

方部の外国からのマンパワー確保が困難になる」、

あるいは「外国から何とか受け入れてある程度ま

でに育てても、条件の良い都市部などに“逃げら

れてしまう”のではないか」といった「危機感」

を少なからず募らせている。 

その一方で、地域内の外国人支援や「多文化共

生」の地域づくりに取り組む自治体の担当者や地

域国際化協会のスタッフなどからは、「重要な取

り組み課題ではあるものの、技能実習生は様子が

見えにくく、とても扱いづらい存在だ」という声

もしばしば耳にする。そうした状況の背後には、

同じ地方部に在留する外国人を対象としながらも、

実質的には短期ローテーション型の「外国人労働

者」を呼び込む手段として機能している技能実習制

度と、滞在の長期化や定住化が進む外国人をホスト

社会へ「包摂」していこうとする「多文化共生」政

策の間での政策内容の調整不足があると思われる。 

本稿では、日本の地方部の現場の視点から見た

技能実習制度の位置づけがどのようなものである

かを示したうえで、多くの問題点を抱える同制度

の改正に向けた要点およびそれに代わる施策の立

案・実行の必要性について検討する。具体的には、

「なぜ地方部で技能実習生が重用されるのか」、

「外国人住民を交えた地域づくりの取り組みにお

いてなぜ技能実習生が見えにくく扱いづらいのか」

という上記の２つの問いについて考えながら、今

後の見通しに関する筆者なりの見解を示したい。 

 

１．なぜ地方部において技能実

習生が重用されるのか 
 

日本の地方部での技能実習生の位置づけを考え

るにあたっては、ここ10年ほどで地方在住外国人

の人口が増加傾向にあり、そこに占める技能実習

  特 集 

  

 地方部での外国人受け入れにおける
 技能実習制度の位置—制度改正を見据えて
 
 

    徳田
と く だ

 剛
つよし

 ●大谷大学 社会学部 准教授 

２



 

 

 

 

特 集 ▼ 外国人労働者政策のこれから 

13 労 働 調 査 2024.4 

生の比重が大きいことを確認しておく必要がある。

筆者が地方部に来住する外国人人口の動態を捉え

る際には、都道府県を「第１群（外国人人口が10

万人以上）」、「第２群（２万５千人以上10万人未

満）」、「第３群（２万５千人未満）」の３つのグル

ープに分け、とりわけ第３群の動向に着目する、

という方法を採用している１。 

コロナ禍の期間（2020年初頭から2022年前半く

らいまで）における一時的な減少を除くと、東日

本大震災発生後の2012年以降、全国で外国人人口

の数が大きく増加しており、本年３月に出入国在

留管理庁より発表された速報値によれば、最新の

2023年12月時点での在留外国人数は約341万人に

達しており、過去最高を更新し続けている２。そ

の中にあって、第３群の外国人数は2012年の

222,812人であったのが2017年には283,789人、さ

らには2021年には310,520人とその数を大きく増

やしている。日本の外国人人口の総数に占める第

３群の割合はそれぞれに11.0％、11.1％、11.2％

と同水準を保っていることから、地方在住外国人

の数は2010年代を通じて全国的な増加傾向と軌を

一にして増加していると言えるだろう。 

また、第３群の各県に在留する外国人人口の特

徴（2021年12月時点）を見てみると、出身国では

ベトナム（17.6％）とフィリピン（13.7％）の比

重が、全国の総数に占める第３群の比率（約11％）

を上回っている。表１は都道府県の３つのグルー

 

１．第１群に含まれるのは東京・愛知・大阪・神奈川・埼玉・兵庫の６都府県、第２群には静岡・福岡・茨城・群

馬・京都・岐阜・三重・広島・栃木・北海道・長野・滋賀・岡山12道府県であり、それ以外の各県の合計が第３群

となる。この３分類はあくまで都道府県単位での分類であり、それぞれの自治体内に存在する外国人人口の多寡や

集住度合いの地域間の違いをうまく捉えられないという問題をはらんでおり、分析手法のさらなる彫琢が必要であ

る。 

２．本稿では日本に「滞在・居住する外国人」についての統計資料として、法務省および現在の出入国在留管理庁が

半年ごとに発表している「在留外国人統計」とその前身の「（旧）登録外国人統計」を用いている。ただしこの統計

には、帰化によって日本国籍を取得した人や国際結婚家庭に生まれ日本国籍を持つが外国にルーツを持つ年少者な

どは含まれない。ここまでの記述では「外国人人口」という表記を用いてきたが、より正確には、本統計に基づい

た外国籍を保有したまま日本に在留する人を表す際には「外国籍者」と、これに外国ルーツを持つ日本国籍者を含

めた「外国ルーツ住民」という表記を厳密に使い分けることが望ましいのであるが、本稿では用語の混乱を避ける

ため先の表記を統一的に採用することとした。 

プごとの外国人人口を主要な在留資格別に示した

ものだが、第３群の比率が全国における人口比

（約11％）を上回っているのは「技能実習総計

（１～３号の総計）」の26.8％、「特定技能」の

21.1％のみであり、これらの在留資格の比率の高

さが目立っている。 

ここで、本節の主題である「地方部における技

能実習生の重用」の理由について検討しよう。地

方部において技能実習生が多く「就労」している

理由として、日本人の従業員よりも支払う給与を

安く抑えられることが主な理由であると考える方

もおられるかもしれない。だが、上林千恵子が指

摘しているように、技能実習生に直接支払われる

「研修手当」以外に、実習生の住居確保に関する

費用や生活費、送り出し地からの往復旅費、現地

の送り出し機関および日本の受け入れ側の監理団

体等への手数料などの負担が受け入れ側に発生す

る。各実習生が受け取る実習費は少ないかもしれ

ないが、技能実習生１名を受け入れるにあたって

のコストは「安価」とは言えないのである（上林

2015）。地方部において技能実習生を多く受け入

れているのは農漁業・製造業・医療や介護を含む

各種サービス業などであるが、このように地方部

で技能実習生が重用される最大の理由は、これら

の業種ではいくら求人募集をかけても応募者が集

まらないために「外国人材」の導入に踏み切らざ

るを得ず、地方部でも確実に人材を確保できる
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（ほぼ唯一の）選択肢が技能実習生の受け入れだ

からである。 

定住者や永住者などの在留資格であれば就労先

や居住先の変更が可能であるため、給与水準の高

さや業種・職種の選択肢の多さ、生活の利便性、

文化・娯楽面での充実などの面で「条件不利地」

である地方部にわざわざ来てくれて、なおかつロ

ースキルワーカーを多く必要とする上記の労働集

約型産業に就業する「外国人材」は稀である。結

果として、来日前に定められた実習先を変更でき

ない技能実習生しか、地方部では選択肢がないの

である。 

人口減少に伴う労働力不足がいっそう顕在化し

ていくにつれて、滞在期間が長く、家族帯同が可

能であるなどの「好条件」を伴った在留資格が今

後さらに「新設」されていくだろう。だが、在留

資格上で選択肢がいくら増えたとしても、上述の

ように「条件不利地」である地方部の多くの現場

では、おそらく現行の技能実習制度の特徴を多く

残した在留資格による「外国人材」のリクルート

が好んで選択されるであろう。なぜなら、昨今の

日本の「外国人政策」の中で、地方部に外国人を

誘導するような制度や政策のメニューは存在せず、

現在の技能実習制度が持つ「実習先・在留地から

の移動の制限」という規定に「依存」するしか、

有効な手立てがないためである。 

例として、全国的に人材不足が深刻化している

介護分野を見てみよう。この分野には経済連携協

定（ＥＰＡ）、在留資格「介護」、介護分野での技

能実習と特定技能という複数のルートが存在する

が、条件の良い都市部の施設との競合や、一定期

間をかけて育成した人材の他の地域や施設に流出

してしまうリスクを避けるために、地方部では技

能実習生が選ばれる傾向があることが、愛媛県や

秋田県の介護施設での聞き取り調査結果から明ら

かにされている（大黒屋・村岡2023；秋葉・平

田・嶋2022）。農業や漁業、地場産業などを支え

る地方部の製造業でも、地元出身の日本人の若者

の就労先としては選ばれにくく、「技能実習生頼

み」とならざるをえない。こうした事情を抱える

地方部の現場ではベトナムやフィリピン、（漁業

分野では）インドネシアなどからの技能実習生が

多く見られ、最近はミャンマーからの技能実習生

も増えてきているようである。 

 

表１ 外国人人口の地域３区分別の比率（主な在留資格のみを抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊本表内の「技能実習総計」は技能実習１～３号イ・ロ、「特定技能」は特定技能１号・２号の人数をそれ

ぞれに合計したもの。「その他の合計」は、総数10人以下の市区町村の合計値である。なお、表内の数値

は2021年12月時点のもの。 

出所：徳田・二階堂・魁生（2023：8）より引用。在留外国人統計をもとに筆者作成。 

2021 総計 特別永住者 永住者 定住者 留学 技能実習総計 特定技能
第１群 1,744,404 206,635 545,282 110,893 139,108 99,661 20,265

63.2% 69.7% 65.6% 55.7% 66.9% 36.1% 40.8%
第２群 703,917 64,818 207,840 71,403 46,693 102,528 18,901

25.5% 21.9% 25.0% 35.9% 22.5% 37.1% 38.1%
第３群 310,520 24,946 77,958 16,593 21,887 73,931 10,500

11.2% 8.4% 9.4% 8.3% 10.5% 26.8% 21.1%
未定・不詳 2,098 24 58 104 126 142 0
その他の合計 583 36 182 10 1 93 8
総計 2,760,635 296,416 831,157 198,966 207,830 276,123 49,666

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
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２．地方部での「多文化共生」

の地域づくりにおける技能実

習生の「扱いづらさ」 
 

次に、地方部での「多文化共生」の地域づくり

において、なぜ技能実習生に関連する課題が見え

にくく、扱いづらいのかについて考えてみよう。

筆者は、地域社会（ここでは市町村などの基礎自

治体の単位を想定）における外国からの来住者の

受け入れ、サポートと地域社会への包摂のための

諸活動を担う組織・団体として、①行政（都道府

県および市町村）、②地域国際化協会（国際交流

協会など）、③企業・事業所、④市民セクター

（市民団体、ＮＰＯ、ボランティアなど）、⑤宗

教セクター（仏教寺院、カトリック教会、モスク、

外国人の宗教者によって設立・運営されるエスニ

ック・チャーチなど）、⑥エスニックな集団・組

織（主に外国ルーツ住民によって構成される集

団・組織）の６つを挙げており、これらのセクタ

ーによる役割分担と相互連携によって構築される

このような態勢を、外国人受け入れに関する「ロ

ーカルガバナンス構造」と呼んでいる（図１）。 

 

図１ 地域社会での外国人受け入れに関するローカルガバナンス構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：徳田・二階堂・魁生（2023：19）より引用。筆者作成 

 

この図の中で、本稿の主題である技能実習生と

直接的に関連する組織・団体は、受け入れ先とな

る「③企業・事業所」である。実際の受け入れに

あたっては、技能実習生の派遣とフォローアップ

を行う送り出し機関や日本側の監理団体が関与し

ており、さらには外国人技能実習機構が監理団体

や受け入れ先の監督を行っている（上林2018）。 

また、技能実習生に限らず、日本に暮らす外国

人の多くがまず頼りにするのは、同胞・同郷出身

者等によるエスニックなネットワークやコミュニ

ティ（⑥）である。だが、地方部に多く暮らして

いる技能実習生や国際結婚移住者らは就労地・居

住地の変更が容易ではないために各地に散住する

傾向がある。したがって地方部では、都市部によ

く見られるような在日コリアンや日系ブラジル人

の集住地域のようなエスニックエリアが形成され
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ることは稀で、どうしても対面状況でのつながり

や相互的なサポートが起こりにくくなる３。その

欠落を補う場所となりうるのが、母国で信仰して

きた宗教の集まりや施設（例えばカトリック教会

やモスクなど）である。信仰の篤い国などからや

って来た人たちにとっては、なじみ深い宗教儀礼

やそこでのルーティーンを異国の地でも行えるこ

とはとても重要で、ストレスの多い毎日の中での

心の支えとなっていることが多い。地方に来住し

た外国人にとって、それら以外の重要な出会いの

場となっているのが、地域の日本語教室（④）で

ある。それらはボランティアベースで運営されて

いることが多く、散住地域では必ずしもアクセス

しやすい場所にあるとは限らないのであるが、日

本語を共に学んだり、言葉と共に日本社会や地元

のことを教えてもらったりする重要な場となって

おり、経済危機や災害発生時などではこの集まり

がさらなる支援の輪の基点となることもある（徳

田・二階堂・魁生2016）。 

上記の図は、多くの地域で進められている、ホ

スト社会の地域住民と外国人住民の「共生」への

取り組みに関わる組織・団体等を図示したもので

ある。そこで依拠される「多文化共生」政策は、

出入国管理政策に基づいて法務省、出入国在留管

理庁より在留を許可された外国人を「地域住民」

として受け入れた上で、相談対応、日本語習得支

援、子ども・若者の教育やキャリア形成の支援な

どを通じてホスト社会への適応・包摂を促そうと

するもので、移民政策の用語では「統合政策」に

 

３．ただし、近年の「エスニックなネットワークやコミュニティ」は対面の形式のみとは限らず、ＳＮＳなどによる

「オンライン」の形のものも考慮に入れておく必要がある。この点については、高橋（2023）を参照。 

４．ここで示したことは、全国の地方自治の現場で起こっていることであるが、これに地方部に特有の事情を加味す

ると、以下のような状況が浮かび上がってくる。地方部の多くには「国際交流協会」などの名称を持つ地域国際化

協会が設置されていないため、その多岐にわたる諸課題は市町村の担当部署が一手に担わなければならず、これに

都道府県庁の担当課や都道府県単位で設置された国際交流協会などがサポートする形で対応がなされることが多い。

また、地方部では姉妹都市交流などの「国際交流」活動は熱心に取り組まれてきた一方で、同じ地域に暮らす外国

人住民への支援や交流などに関する市民活動は低調になりがちで、そのような活動に従事する市民団体も決して多

くはないなど、地方部での「活動資源」の不足が散見される。徳田・二階堂・魁生（2023）の序章を参照。 

該当する。そうした取り組みの中心的な役割を果

たしているのは、各市町村（①）と地域国際化協

会（②）であり、2006年に総務省が都道府県と外

国人人口の多い市町村に向けて策定を促した「多

文化共生推進プラン」に示された諸課題を念頭に

置きながら、そうした取り組みがなされている。 

だが、この政策は2000年代において南米日系人

の滞在の長期化と定住化が予想以上に進行し、そ

れに伴って顕在化した新たな地域課題への対応に

向けた態勢整備のための指針を示そうとしたもの

であった。「多文化共生」政策は総務省の管轄下

にある「地域国際化政策」における、「国際交流」

「国際貢献」に次ぐ「第三の柱」として位置付け

られているが、技能実習制度はこの政策とは全く

別の文脈のもとで起案・制定・運用されたもので

ある。法務省管轄の研修制度に端を発し、諸批判

への対応として技能実習生の「労働者」としての

側面への配慮が進められたことから、現在の同制

度については法務省と厚生労働省の共同運営体制

が採られている（上林2018）。こうした経緯から、

「多文化共生」政策の枠内で技能実習生に関する

問題を取り扱う、というアクションは、政府の省

庁の役割分担上、法務省・厚生労働省・総務省と

いう３つの省の所掌事項が重なっている、各省庁

の権限や命令系統が複雑に絡み合った位置にあり、

そのことが本節の問いである技能実習生の「見え

づらさ」や「扱いづらさ」を生む原因となってい

ると思われる４。 
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おわりに ー「ポスト技能実習

制度」の構想の必要性 
 

技能実習制度は、その前身の研修生制度の段階

から「途上国の人材育成に寄与する」と謳われて

いるような制度趣旨とは“名ばかり”で、短期ロ

ーテンション型による国外からのロースキルワー

カーの調達手段として機能してきた。とりわけ、

国内の労働市場での人材調達が容易ではない地方

部の各現場では、同制度の「他の事業所、地域へ

の転出」に関する厳しい規制に「依拠」（あるい

は「依存」）する形で、辛うじて必要な労働力を

調達してきたのである。 

技能実習生に関しては、とくに地方部の現場で

は次のような「評価の変遷」が見られる。受け入

れの初期段階では「〇〇（国名）から来た技能実

習生はまじめでよく働く」という言説がよく聞か

れるが、次第に「最近の〇〇からの技能実習生の

“質”が下がった」とされ、最後には「〇〇から

は技能実習生の形ではもう来ない」という状態に

至る。このようなサイクルは、2000年代には研修

生・技能実習生の多数を占めた中国からの技能実

習生の評価としてよく聞かれたが、それに続くベ

トナムからの受け入れに際しても同じような現場

での言動のパターンが繰り返されている。最近で

は、ベトナム本国の経済発展や“優良な”移住就

労先の選択肢増加などの理由で、ベトナムからの

技能実習生についても、このサイクルの終焉を迎

えつつあるという見方もある（出井2021）。先述

のように、新たな技能実習生の受け入れ先として

盛んにリクルート活動が行われているインドネシ

アやミャンマーなどでも、おそらく中長期的には

中国やベトナムと同じサイクルのもとに推移して

いくことだろう。 

この度の技能実習制度の改正においては、「実

習地・実習先の変更」をどの程度緩和し認めるか

が一つの大きな焦点となっている。技能実習生を

実質的な「労働者」とみなすのであれば、いった

ん受け入れられた実習（就労）先を変えられない

のは「（労働者としての）基本的な権利の侵害」

であることは明白であり、技能実習生を弱い立場

に置き、受け入れ先での「不正」や「権利侵害」

を生み出しやすいような「構造的な欠陥」を持つ

制度としての誹りは免れ得ないだろう。だが同時

に、この“不適切な”規制こそが地方部に「外国

人材」を招き入れ、そこに留め置くためには不可

欠なものであるがゆえに、この部分をドラスティ

ックに改編することへの「拒否反応」が惹起され

るだろう。したがって、技能実習制度という名称

をいかなる制度名に変更したにせよ、この点につ

いては制度設計もしくは運用面において何らかの

形での「温存」が図られると筆者は予測している。 

だが、現行の技能実習制度に見出されている

「外国人材の地方誘導機能」が今後もその効力を

持続し続けるとは筆者には到底思われない。これ

まで「移民送り出し国」であったアジア諸国も今

後は経済発展と高齢化の局面に入っていく。それ

を見越してか、移民労働者の国際的な獲得競争も

すでに激化してきており、複数の国や地域では農

業労働者やケアワーカーといった、地方で特に人

材不足に陥りがちな特定職種の移民労働者の受け

入れ制度が設けられている。また、カナダでは

「州指名プログラム」や「農村・北部地域パイロ

ットプログラム」などの地方部に意識的に国際移

民を誘導するような政策がすでに運用され、かな

りの実績を上げている（古地2023）。こうした国

際的な移民労働者をめぐる獲得競争の激化という

状況に鑑みれば、もはや「選ばれる」立場から

「選ぶ」立場に立ちつつある「外国人材」にとっ

て日本の技能実習制度は決して「魅力的な」選択

肢とはいえず、「地方部での人材獲得手段」とし
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ての機能も次第に（もしくは一気に）低減してい

くことが十分に予想される。気が付いた時には

「日本の地方部にはもはやどこからも来てくれな

い」ような事態がいつ訪れてもおかしくはないの

である。 

実習生に研修機関やブローカーへの多額の借金

を強いること、（受け入れ側に問題があったとし

ても）本人の希望で実習先の変更ができないこと、

そもそもが同制度の名目と実態が乖離しているこ

となどの様々な問題点の存在により、この制度の

「改正」もしくは「廃止」はもはや不可避な情勢

にある。だが、本稿でこれまで見てきたような、

同制度が人手不足に悩まされる地方部に「外国人

材」を安定的に招致してきた事実と、他の政策オ

プションの欠落のために同制度に「依存」せざる

を得ない地方部の事情を看過しての制度改革は、

日本国内、とりわけ地方部の現場において大きな

「混乱」と「失望」を生むだろう。人口減少がま

すます加速化する日本においては、技能実習制度

に対する「小手先」での修正に終始するのではな

く、その不備を抜本的に正しつつも、同時に「ポ

スト技能実習制度」となりうる地方部への移民誘

致政策について真剣に考え、早急に制度設計と実

行を図っていかなければ「手遅れ」になってしま

うような「未来」が、もうすぐそこまで来ている

と認識すべきであろう。 

 

（付記）本稿での考察は、日本学術振興会・科学研究費補助金（課題番号：19H01579 および 23K01783）の

研究成果に基づいたものである。 
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はじめに 
 

 

2019年４月、深刻な人手不足に対応するための

外国人労働者受け入れを目的とする特定技能制度

の運用が始まった。現在、これまで実質的に外国

人労働者の受け入れ窓口ともなってきた技能実習

制度の見直しがすすんでおり、そして両制度の関

係も整理されようとしている。新しい受け入れ枠

組みへの移行を終え、これが日本社会に定着する

には一定の時間を要するものと思われるが、その

間も実態を把握し、あり方を探っていくような調

査研究が必要となることは間違いない。 

本稿ではまず、人手不足への対応のための外国

人労働者受け入れ政策の改編について、その要点

を整理する。次に筆者が実施したヒアリング調査

結果などから、特定技能１号外国人の受け入れと

活用に関する現状を検討する。最後に当該外国人

労働者の受け入れのあり方を示唆する事例として、

特定技能２号輩出を目指した広島県のモデル企業

支援事業を取り上げることとしたい。 

なお本稿では特定技能制度やこれと密接に関係

する技能実習制度、育成就労制度を扱う。これ以

降、これらの制度を利用して就労する外国人労働

者を総称する際は「外国人材」と表記する。 

 

１．制度の改編 
 

 

特定技能制度は中小・小規模事業者をはじめと

した深刻化する人手不足への対応として、一定の

専門性・技能を有し即戦力となる外国人を受け入

れることを目的としている。特定技能制度は、生

産性の向上や国内人材の確保のための取り組みを

行ってもなお人材確保が困難な状況にある12分野

（特定産業分野）で利用でき、特定産業分野別に

受け入れ見込み数（５年間の最大値）が設定され

ている。 

特定技能の在留資格は２つにわかれる。相当程

度の知識又は経験を必要とする技能を要する業務

に従事するための特定技能１号と、熟練した技能

を要する業務に従事するための特定技能２号であ

る。このうち特定技能１号の在留期間は通算で上

限５年までである。現在、在留資格の取得にあた

り、技能水準や日本語能力は試験等で確認される

が、技能実習２号を修了した外国人はこれを免除

される。特定技能２号の場合、技能水準は試験や
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実務経験等により確認され、在留期間に上限はな

く、家族（配偶者、子）帯同も要件を満たせば可

能である。 

ところで特定技能制度が創設される以前から、

人手を必要とする現場ではさまざまなタイプの外

国人労働者がみられた。象徴的には製造現場で派

遣・請負労働者として働く日系人、対人サービス

の現場でアルバイトに従事する留学生、習得した

技能等を帰国後に発揮することを公式の目的とし

て、人手の確保が難しい中小零細企業で就労する

技能実習生が挙げられよう。人手不足の現場への

正面玄関（フロントドア）が開かれた今、これら

サイドドアと呼ばれる受け入れ窓口の必要性や関

係も問われるべきであり、とくに注目されるのが

技能実習制度である。この点については2022年12

月より16回にわたり開催された有識者会議で検討

され、「技能実習制度及び特定技能制度の在り方

に関する有識者会議最終報告書を踏まえた政府の

対応について」の決定（外国人材の受入れ・共生

に関する関係閣僚会議、2024年２月９日）などを

経て、本稿執筆現在は法改正のための審議が国会

でおこなわれようとしているところである。 

現在示されている改正案によれば、技能実習制

度は発展的に解消され、人手不足分野における人

材確保と人材育成を目的とする育成就労制度が創

設されることとなる。これら新旧制度は未熟練の

外国人材の育成を図ることで共通するが、技能実

習制度の目的が国際貢献にあることに対し、新設

の育成就労制度では、その上位に置かれる特定技

能１号への移行を目的とする。育成就労制度の利

用は特定技能制度における特定産業分野に限られ、

育成は同一区分内の業務に従事のうえ、計画的に

おこなわれることとなる。育成就労から特定技能

１号、特定技能１号から２号への移行時には技能

試験と日本語試験に合格する必要があるが、育成

就労制度下で就労を始める前にも日本語能力に関

する要件が設定されている。 

特定技能制度では、同一業務区分内または試験

に合格した業務区分で転職が可能である。これに

対して技能実習制度では転籍が原則不可となって

おり、したがって人材確保の側面からは、「一定

人数の労働者の一定期間の確保」のための枠組み

としても機能してきた。そしてこの枠組みが、当

該制度下において人権や労働者としての権利に関

する深刻な問題を生み出すことも指摘される。新

設の育成就労制度では、本人の意向による転籍に

ついては同一業務区分内に限り、同じ企業での就

労期間が１～２年を超えていることなどの要件を

満たす場合に認められることとなっている。 

 

２．特定技能１号外国人の 

受け入れ・活用の現状 
 

関連する統計資料や筆者が実施した企業ヒアリ

ング調査結果をもとに、特定技能１号外国人の受

け入れ・活用実態をみる。 

図表１には、特定技能１号外国人と技能実習生

数の推移を示した。技能実習生数はコロナ禍によ

る出入国制限の影響を受けて一時期減少したが、

現在は再び増加傾向にある。特定技能１号外国人

数については制度の開始当初に伸び悩みも指摘さ

れたが、コロナ禍、コロナ禍以降の両時期におい

てその数は増加し続けている。法務省が公表する

速報値によれば、2023年12月末現在の特定技能１

号外国人数は208,425人、特定技能２号外国人は

37人である。 
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図表１ 特定技能１号外国人と技能実習生数の推移（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）法務省「在留外国人統計」より筆者作成。 

 

図表２には、特定産業分野別・受け入れルート

別の特定技能１号外国人数と構成比を示した。特

定産業分野別の特定技能１号外国人数だが、飲食

料品製造業が６万人を超えてもっとも多く、これ

に製造３分野（正式名称は素形材・産業機械・電

気電子情報関連製造業分野、約４万人）、介護

（３万人弱）が続く。また特定技能１号外国人全

体では技能実習ルートが７割弱を占めるが、これ

を特定産業分野別にみると、必ずしも一様ではな

いことがわかる。大まかには①技能実習ルートが

ほとんどを占める分野（製造３分野、建設など）、

②技能実習ルートが主であるが、試験ルートも一

定数を占める分野（農業、飲食料品製造業など）、

そして③試験ルートが主である分野（介護、外食

業など）の３つのタイプに分類することができよ

う。 

筆者が2022年に19社に対して実施したヒアリン

グ調査では（労働政策研究・研修機構編，2023）、

事例企業が受け入れる特定技能１号外国人はすべ

て技能実習制度等を利用して日本や日本の職場で

の経験がある者であった。この点についてはコロ

ナ禍における出入国制限の影響を考慮する必要が

あろうが、このうち自社で技能実習を修了した者

については、すでに仕事や職場に慣れている点で

受け入れ企業に高く評価されている。とくにもの

づくりの現場など職場での技能形成を重視するケ

ースでは、彼らを希少な人材として捉え、正社員

と同等に処遇する傾向がみられた。賃金は技能実

習時と比べて大幅に上がるが、このことで彼らの

モチベーションを高め、役割認識を明確にするこ

とも狙いとしている。 

一方で、他社の技能実習修了者を積極的に採用

する企業もみられた。たとえば飲食料品製造業分

野のうち大手の食品加工会社では、職場における

外国人材の量的な基幹化がすすんでいる。特定技

能１号外国人の賃金は、職場の主力であるパート

社員のそれに準じ、段階的に上昇する。このなか

で、職場での経験の違いなどをもとに、多様な受

け入れルートを前提とした、納得性の高い処遇を

提示できているようであった。 
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192,655
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274,233
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外食業と宿泊では、専門学校等を卒業した留学

生を特定技能１号の在留資格で採用するケースが

みられた。この場合、彼らの処遇は、おもに自社

の新卒採用者に準ずることとなる。外食業では、

いわゆる高度外国人材は従事できない店舗運営業

務を彼らに任せられることが受け入れのメリット

である。自社でアルバイトに従事する留学生が採

用の重要なターゲットだが、これは他分野におけ

る自社の技能実習修了者の移行と同様、仕事や職

場への慣れを重視した採用だといえる。 

コロナ禍の社会的影響も小さくなり、今後は国

外で特定技能１号試験に合格のうえ初めて来日す

る外国人材も増加することが予想される。また先

述の育成就労制度の設計や実際の運営状況により、

その上位に置かれる特定技能制度の性格も変化し

ていくであろう。外国人材の受け入れ・活用に関

する企業レベルでの試行錯誤はしばらく続くであ

ろうが、中長期的には、たとえば特定産業分野や

図表２ 特定産業分野別・受け入れルート別 特定技能１号外国人数 

（2023年12月末、単位：上段は人、下段斜体は％） 

出所）法務省「特定技能在留外国人数の公表等（速報値）」より筆者作成。 

https://www.moj.go.jp/isa/applications/ssw/nyuukokukanri07_00215.html 

注）網掛けは、総数や特定産業分野別にみてもっとも割合が高い受け入れルートを示している。 

総数 試験ルート 技能実習
ルート 検定ルート 介護福祉士養

成施設修了ﾙｰﾄ
EPA介護福祉
士候補者ﾙｰﾄ

総数 208,425 69,004 139,088 103 3 227
33.1 66.7 0.0 0.0 0.1

介護 28,400 22,883 5,287 ー 3 227
80.6 18.6 0.0 0.8

ビルクリーニング 3,520 1,423 2,097 － － －
40.4 59.6

製造３分野 40,069 798 39,271 － － －
2.0 98.0

建設 24,433 536 23,807 90 － －
2.2 97.4 0.4

造船・舶用工業 7,514 77 7,431 6 － －
1.0 98.9 0.1

⾃動⾞整備 2,519 470 2,042 7 － －
18.7 81.1 0.3

航空 632 632 0 － － －
100.0 0.0

宿泊 401 379 22 － － －
94.5 5.5

農業 23,861 9,025 14,836 － － －
37.8 62.2

漁業 2,669 342 2,327 － － －
12.8 87.2

飲⾷料品製造業 61,095 19,493 41,602 － － －
31.9 68.1

外⾷業 13,312 12,946 366 － － －
97.3 2.7
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業務区分別の育成・キャリア形成に関する従前の

ありようやあり方に準じ、妥当な受け入れルート

や雇用管理へと収斂していくものと考えられる。 

 

３．「選ばれる日本」に関する 

若干の考察 
 

現在、外国人材受け入れに関する政策論議のな

かでは「選ばれる日本」がキーワードになってい

る。技能実習生の主要送り出し国は約10年前に中

国からベトナムへと移行したが、現在は韓国や台

湾といった周辺先進諸国との外国人材獲得競争が

取り沙汰される。こうしたなか、現実的なアプロ

ーチとしては、日本での就労を「選ぶ国」を増や

し、多様化させていくことが挙げられよう。たと

えばインドネシアは人口約２億７千万の「後発の

巨人」たる送り出し国であり（国立社会保障・人

口問題研究所編, 2022）、さらに西へ向かえば人

口約14億のインドも視野に入る。一方でこれとは

別に、日本での就労を選んだ外国人材に、より長

い期間就労してもらえるよう工夫をこらすことも

重要であろう。ここでは後者のアプローチに関す

る先進的な取り組み事例だと思われる広島県のモ

デル企業支援事業の概要を示し、当該事業に筆者

がアドバイザーとして関わった経験をもとに、

「選ばれる企業」の要件を検討する。 

 

（１）「選ばれる地域」に向けた取り組み：広島

県のモデル企業支援事業の例 

上述のとおり、育成就労制度では転籍が比較的

容易になることが予定される。「一定人数の労働

者の一定期間の確保」の枠組みとして機能する技

能実習制度に地方部がより依存しており、そして

都市部での仕事と生活がより魅力的だとすれば、

今般の制度改編に対する危機感は地方部において

大きいものと考えられる。外国人に対する自治体

の取り組みとしては、多文化共生の推進のもと、

「生活者としての外国人」をめぐって生じる課題

への対応といった形で先行する。しかし外国「人

材」に焦点をあて、雇用・労働政策として地域レ

ベルで何ができるのかについては手探りの状態が

続いているといえよう。 

こうしたなか、広島県商工労働局雇用労働政策

課が2023年度に実施したのが「特定技能外国人受

入モデル企業支援事業補助金」である。当該事業

の目的は「人材確保が困難になっている県内企業

を支援するため、県が伴走型で、特定技能外国人

の受入れ・職場定着に取り組む企業の経費を一部

補助することで、モデル企業として育成し、その

企業の取組みを横展開することで、県内企業の外

国人材の円滑な受入れ及び職場定着を促進し、外

国人材から選ばれる広島県を目指す」ことである。

補助対象者は2023年度に特定技能２号輩出を目指

す県内中小企業であり、補助対象経費は外国人材

の円滑な受け入れや職場定着に向けた取り組みに

要する費用（補助率は３/４以内、補助上限額は

300万円以内/社）である。 

公募は2023年３月に開始し、最終的に５社（製

造３分野２社、造船・舶用工業１社、農業１社、

漁業１社）を採択した。経験の浅深にバラつきは

あるが、いずれの採択企業も技能実習生を受け入

れたことがある。また企業の存続には外国人材が

不可欠だと認識していることでも共通する。 

当該事業が始まった当初は、建設と造船・舶用

工業（溶接区分）の２分野のみが特定技能２号移

行の対象であった。固有の在留資格「介護」があ

る介護分野を除く11分野を移行対象とすることが

決まったのは、2023年６月である。広島県とアド

バイザーは実際に採択企業を訪れるなどして現状

を把握し、特定技能２号試験に向けたプランニン

グと必要な試験対策に関する情報提供をすすめて

いった。結果として2023年９月に造船・舶用工業
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分野の採択企業で３人が、そして2023年12月に農

業分野の採択企業で２人が特定技能２号試験に合

格した。造船・舶用工業分野での特定技能２号輩

出は全国初であり、また農業分野では初めて実施

された試験初日での合格であった。 

広島県が当該事業を実施することとなった大ま

かな経緯は次のとおりである。約270万の人口を

抱える広島県は近年、他の都道府県への人口の転

出超過を大きな課題として捉えている。外国人に

ついても例外ではない。広島県の技能実習生数は

13,442人と都道府県別にみて７番目に多いが（法

務省「在留外国人統計」、2023年６月末）、広島県

で技能実習を修了した外国人材が、特定技能１号

へと移行する際に県外へと多く流出している現状

がみられる（図表３）。すなわち広島県では国外

から外国人材をより多く呼び込むことよりも、広

島県で働く外国人材にどのように地域・産業へと

定着してもらうのかが関心事となる。長期的な定

着には、必要な在留資格の取得が必須である。そ

して2023年度の事業実施期間内に広島県から特定

技能２号を輩出することを目標として設定し、そ

のなかでノウハウを蓄積していくこととなったの

である。 

 

図表３ 技能実習から特定技能へ移行時の地域間異動状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）「選ばれる企業」に必要なこと：コミュニ

ケーション、学習環境と「共同」 

広島県のモデル企業支援事業からの知見は今後、

広島県によりとりまとめられ、さらなる展開をみ

せるであろう。外国人雇用はルールを守って適正

におこなうことが前提だが、ここでは広島県での

伴走経験をもとに、外国人材から「選ばれる企業」

の要件を筆者なりに提示してみたい。 

第一に、コミュニケーションの充実である。外

国人材は、日本人とは異なる文化や習慣を持つ。

企業はコミュニケーションを通じて彼らのニーズ

を把握し、場合によっては支援をおこなうことと

なる。また企業は外国人材とその他の従業員との

コミュニケーションを促し、そして地域社会との

コミュニケーションをとりもつ役割も担う。外国

人材は職場の構成員であり、地域社会の一員だか

らである。以上のようなコミュニケーションを通

して、企業は外国人材にとって良好な仕事と生活

の場を準備することができよう。 

外国人材とのコミュニケーションからは、彼ら

出所）技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議、第10回（2023年７月31日）配付資料

（資料２-１）７頁より作成。 

https://www.moj.go.jp/isa/policies/conference/03_00072.html 

注）技能実習から特定技能１号に移行した者（95,302人、2022年12月末現在）のうち、特定技能１号への

移行に際して都道府県をまたぐ住居地の異動があった37,173人について集計。 
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自身が考える今後のキャリアも把握できる。特定

技能制度の創設等により、外国人材は日本国内に

おいて多様なキャリアの選択肢を持てるようにな

った。技能実習を終えた時点で帰国もできるが、

特定技能１号に移行することで、より長期の日本

での就労も可能である。またこの期間はより多く

の稼得のためのものと捉えてもよいし、さらに長期

的な日本でのキャリアのための準備に充ててもよい。 

第二に、学習環境の整備である。外国人材は職

場で多くのことを学ぶが、同時に職場を離れた学

習も重要である。たとえば日本語の習得は、日本

人との円滑なコミュニケーションに寄与する。ま

た職業関連資格の取得は、彼らの仕事の幅を拡げ

ることを可能にしよう。加えて彼ら外国人材が日

本での長期的なキャリアを見通すのであれば、特

定技能２号試験に合格しなければならない。学習

に充てる十分な時間と場所、教材や専門家が必要

である。 

外国人材のなかには、日本での学びと成長の機

会を欲する者が一定数いる。このうち誰かがその

意思を表明するならば、会社がそれに応えること

が必要である。職場で経験を積み、特定技能２号

を目指す外国人材は、自分が「会社でどうなって

いきたいのか」「会社にどう貢献できるのか」を

自分の言葉で語ることができる。またその語りの

なかには「業務遂行上の改善点はどこか」といっ

た視点も含まれていよう。彼らがロールモデルと

なり、これに追随する外国人材が出てくれば、コ

ミュニケーションと学習、そしてよりよい職場の

実現に関する好循環が生まれることが期待できる。 

「選ばれる企業」の要件として、コミュニケー

ションの充実と学習環境の整備の２点を指摘した。

こうして抽象化してみると、これらの要件は、働

きやすさ、働きがいといったフレーズで近年指摘

される、雇用管理のあり方に関する一般的な要件

と、そう変わらないことのようにも思えてくる。

ただし対象は外国人材であり、そしてとくに中小

零細企業では、上に挙げたような施策を単独でお

こなうことは難しい。したがってこれを「共同」

で推進することが必要となろう。企業と外国人材

とのコミュニケーションを支援する主体として、

まずは監理団体や登録支援機関が考えられる。地

域社会とのコミュニケーションについては、自治

体による多文化共生の推進にもノウハウの蓄積が

あろう。また学習環境の整備について、とくに日

本語能力の向上に関しては今後、認定日本語教育

機関の果たす役割が大きくなろうが、総じていえ

ば、たとえば地域・産業レベルで効果的な枠組み

を構築していくことが重要だと思われる。 

広島県事業での採択企業には造船事業者や牡蠣

養殖業者が含まれ、当該地域・産業の特性を反映

したものともなっている。採択企業が登壇し、成

果を報告したフォーラム（2024年２月実施）には、

広島県と同じく瀬戸内海に面し、造船事業所が集

積する愛媛県今治市からの参加者もみられた。こ

うして先進的な取り組みが刺激となり、そして地

域・産業の特性を反映するような形での独自の取

り組みがみられるようになることが期待される。 

ところで「選ばれる企業」は、外国人材に対し

てどうしても自社で働き続けてほしいと思ってい

るわけではない。安易な転籍・転職には再考を促

すが、とくに帰国については寛容である。したが

って外国人材の定着に向けて学習環境の整備をお

こなうことは、結果として今後解消が予定される

技能実習制度の目的（国際貢献）にもかなうもの

と理解できよう。ただし「選ばれる企業」には打

算もある。たとえば帰国した外国人材とのコミュ

ニケーションの維持は、彼ら自身の再来日や、彼

らの出身地域からの新たな人材受け入れ可能性を

拡げる。また学習環境の整備は、日本国内で学び

と成長の機会を求める外国人材を獲得するための

誘因となりうることである。 
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おわりに 
 

 

本稿ではまず人手不足に対応するための外国人

材受け入れ制度の改編に関する要点を整理し、次

に特定技能１号外国人の受け入れ・活用の現状に

ついて、筆者が実施した企業ヒアリング調査結果

などをもとに検討した。新しい制度への移行と定

着には一定の時間を要するものと思われるが、本

稿では自治体による先進的な取り組みとして広島

県のモデル企業支援事業を取り上げ、当該事業に

筆者がアドバイザーとして関わった経験をもとに、

外国人材から「選ばれる企業」の要件を検討した。 

安全安心な日本をつくり、支えるのが現場で働

く人々だとすれば、その役割を担う外国人材は今

後ますます多くなるであろう。現場での良質な経

験は、外国人材の国内外における仕事と生活の礎

となるものと考えられる。こうした認識のもと、

外国人材の受け入れと活用について、企業や地

域・産業など様々なレベルで労働組合とその上部

団体が重要な役割を果たしていくことを、大いに

期待したい。 
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はじめに 
 

 

技能実習制度と特定技能制度の見直しに関する

法案が国会に提出された。研修・技能実習制度か

ら問題となってきた労働関係法令違反や人権侵害

等に正面から対峙し、真に外国人労働者の権利が

守られる制度となるか、まさに転換点を迎えてい

る。連合は、外国人労働者の権利保護に資する両

制度の見直しを求めてきた。本稿では、外国人労

働者の受入れ政策に関する連合の考え方をはじめ、

両制度の見直しにおける連合の主張等を紹介する

こととしたい。 

 

１．厚生労働省「「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（令和５年10月末時点）」 

２．厚生労働省「外国人技能実習生の実習実施者に対する令和４年の監督指導、送検等の状況」 

 

１．日本国内に滞在する 

外国人労働者の現状 
 

2023年10月末時点の外国人労働者数は約205万

人に達し、外国人を雇用する事業所数は318,775

所と、いずれも過去最高を記録した１。対前年増

加率で最も大きいのが特定技能で、次いで技能実

習となっている（図１）。 

今や日本人とともに「日本を支える」存在であ

るにもかかわらず、外国人労働者を巡る労働関係

法令違反や人権侵害等の問題は後を絶たない。技

能実習制度においては、労働基準監督機関による

監督指導が行われた実習実施者のうち、７割以上

で法令違反２が認められており、解雇や強制帰国

等の問題も顕在化している。連合が行う労働相談

にも、「有給休暇を取得させてもらえない」「いじ

め・パワハラを受けている」「怪我に繋がりかね

ない危険な作業をさせられる」等の声が寄せられ

ている。こうした労働者としての権利が脅かされ

ている実態は見過ごすことはできない。 
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図１ 日本における外国人労働者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．連合の外国人労働者の 

受入れに対する基本的な考え方 
 

政府において、技能実習制度と特定技能制度の

見直しに向けた議論が開始されることから、連合

は、2022年12月に「外国人労働者の受入れ政策に

関する考え方」を改めて整理した。外国人労働者

の受入れに関しては、（１）すべての外国人労働

者の権利を保障すべき、（２）受入れ対象は「専

門的・技術的分野」の外国人とすべき、（３）就

労可能な在留資格の安易な拡大は行うべきでなく、

総合的かつ国民的議論が必要、という３点を基本

的考え方に据えた。 

外国人労働者に関して、安易かつなし崩し的な

受入れは国内の雇用や労働条件への影響を及ぼす

だけでなく外国人労働者の権利保護の観点からも

問題がある。また、外国人労働者の受入れ議論で

は「国内の人材不足」に言及されることが多いが、

地域や産業における問題の抜本的な解決のために

は、非正規雇用の問題、女性や高齢者等、希望者

誰もが安心して働ける環境整備にこそ取り組むべ

きであり、その実現のためには、労働政策だけで

なく、産業政策や地域活性化の観点からも検討す

ることが重要である。 

また、外国人労働者はひとたび来日すれば「生

※各年10月末時点の数。 

※括弧内の数字は対前年増加率。 

※在留資格「技能実習」は2010年７月に新設されている。それ以前に技能実習生として雇い入れられた労働

者は「特定活動」に含まれている。 

※在留資格「特定技能」は2019年４月に新設されている。 

出所：厚生労働省「「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（令和５年10月末時点）」より連合作成 
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活者」でもある。労働者としての権利は当然だが、

社会保障や教育、公共サービス、住宅等、社会的

インフラの利用の権利保障はもとより、これらの

負担の在り方の検討や、多文化理解等の環境整備

も不可欠である。これらを踏まえたうえで、外国

人労働者の受入れについては、総合的かつ国民的

な議論を行う必要がある。 

 

３．技能実習制度と特定技能制

度の見直しに向けた有識者会

議での議論 
 

政府は技能実習制度と特定技能制度の見直しに

向けた検討をするため、技能実習制度及び特定技

能制度の在り方に関する有識者会議（以下、有識

者会議）を設置し、2022年12月から議論を開始し

た。連合も委員として会議に参画し、労働関係法

令違反や人権侵害の実態等を踏まえ、外国人労働

者の権利保護という観点から両制度の適正化を求

めてきた。多岐に渡る論点について、様々な見地

からの議論が重ねられ、昨年11月30日に最終報告

書（以下、報告書）の取りまとめに至った。以下

では、連合の主張のポイントと、報告書でどのよ

うに取りまとめられたのかを概略する。 

 

（１）人材育成を担保する方策 

技能実習制度の見直しにあたっては、人材育成

の視点が重要であるとして、習得した技能や知識

を確認するための試験内容の適正化や、労働者の

技能や経験を「見える化」する仕組みの整備等を

求めた。 

報告書では、試験内容の適正化に関しては後述

する「新たな会議体」で試験内容等を議論するこ

とが盛り込まれた。また、能力等の見える化に関

しては、具体的な仕組みについての言及には至ら

なかったものの、業所管省庁において処遇を含め

た「育成・キャリア形成プログラム」を策定する

ことが示された。 

なお、有識者会議では、人権保護の観点から本

人意向の転籍の在り方も議論された。結果、技能

実習制度を見直した育成就労制度では、日本語能

力等の要件を設けたうえで、国内労働法の規定等

を踏まえ「就労開始１年後から」転籍を認める旨

が報告書に記載された。他方で、転籍を認めるこ

とによる中小や地方における人材確保への影響等

に鑑み、当分の間、「１年以上」転籍を制限する

経過措置の検討についても記載された。 

 

（２）技能や知識の向上に伴う適正な処遇の確保 

人材育成には、技能等の向上だけでなく、それ

に応じた適正な賃金や処遇を確保するという視点

も欠かせない。また、技能実習制度には「日本人

との同等報酬規定」があるが、賃金に関する法令

違反は後を絶たない。そうした実態を踏まえれば、

目安となる「賃金指標」を作る等、処遇確保の実

効性を高める方策も検討が必要だが、報告書では、

上述した「処遇を含めた育成・キャリア形成プロ

グラムの策定」にとどまっている。 

 

（３）制度趣旨を踏まえた適正な受入れ分野の設定 

育成就労制度の受入れ分野について、有識者会

議では特定技能制度に合わせてはどうかという議

論がなされた。しかし、両制度の目的や受入れる

人材の基準には違いがある中で、単純に両制度の

分野を接続すれば、安易かつなし崩し的な受入れ

の拡大にも繋がりかねない。労働者の安全確保を

含めた人材育成が可能な分野に限定することが重

要である。 

報告書では、育成就労制度の分野は「人材育成

になじまない分野は対象外」と記載されたものの、

基本的には特定技能制度に合わせるとされた。 
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（４）監理団体や実習実施者等の要件厳格化 

技能実習制度における労働関係法令違反や人権

侵害等の多さを踏まえれば、監理団体や実習実施

者は当然のことながら、特定技能制度の登録支援

機関や受入れ機関も含め、要件の厳格化を図るこ

とは不可欠である。とりわけ監理団体については、

「実習生が相談しても適切に対応しない」「実習

実施者の声を優先する」といった不適切な団体が

見受けられる。こうした実態を踏まえ、法令違反

を起こした場合には以降の受入れを認めない等の

要件の厳格化を求めた。また、登録支援機関につ

いて、その実効性を高める観点からは「登録制」

でなく「許可制」にすることも主張した。 

報告書では、監理団体の独立性・中立性を担保

するための要件追加をはじめ、受入れ機関等の要

件を一定厳格化する方向性が示された。一方、登

録支援機関については、支援体制に係る要件の厳

格化等は盛り込まれたが、登録制については維持

された。 

 

（５）外国人技能実習機構の機能・体制の強化と

そのための予算確保 

技能実習制度の見直しにおいて、監理団体等の

要件厳格化と相まって重要な点が、一元的な監督

機関たる外国人技能実習機構の機能と体制強化で

ある。必要な体制整備のため、外国人労働者を受

入れる産業の所管省庁でも、予算を確保すること

も検討が必要だ。また、特定技能制度でも賃金の

未払いや解雇等の問題が顕在化していることに鑑

みれば、特定技能外国人への支援や受入れ機関等

への監督指導を行うことも重要である。 

報告書では、育成就労制度における「監督指導」

「支援保護」機能の強化に加え、特定技能制度に

ついて、監督指導は盛り込まれなかったものの、

特定技能外国人への「相談援助」を行うとされた。

また、こうした機能強化のために「体制強化」を

行うとされてはいるが、その裏付けとなる予算確

保については示されなかった。 

 

（６）特定技能制度における検討プロセスの透明

性確保 

現行の特定技能制度の受入れ分野や人数、求め

られる人材基準等は、「外国人材の受入れ・共生

に関する関係閣僚会議」で決定され、どのような

議論がなされ、決定されているのかは不透明であ

った。連合は、有識者会議において検討プロセス

の透明化を求めてきた。 

報告書では、育成就労制度も含めて受入れ分野

や人数の設定、特定技能評価試験等のレベルや内

容の評価等は、労使を含む関係者で構成される

「新たな会議体」を設置し、議論を行ったうえで

政府が決定する仕組みを設ける方向性が示された。 

 

４．法案の課題 
 

 

報告書を踏まえ、政府は、３月15日に技能実習

制度と特定技能制度の見直しに関する法案を閣議

決定し、国会に提出した。法案は概ね報告書に沿

っているが、いくつかの点には修正が加えられて

おり、「育成就労制度の受入れ分野」や「新たな

会議体の設置」、「永住許可制度の見直し」等、以

下のような課題がある（表１）。 

 

育成就労制度の受入れ分野は制度趣旨に沿って

厳格に設定を 

「育成就労制度の受入れ分野」について、報

告書で、特定技能制度に合わせつつ、「人材育

成になじまない分野は対象外」と明確にされて

いた点が、法案では曖昧になっている。政府は、

３月29日に特定技能制度の受入れ分野の拡大と、

受入れ上限数を大幅に増やす閣議決定を行った。
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新制度の施行にあたっては、受入れ分野はもと

より、受入れ人数や人材の基準等について、新

制度のルール・基準の下で改めて議論し設定す

ることが、見直しの実効性を確保するうえで欠

かせない。 

 

表１ 現行制度と改正後の新制度の対比（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受入れ分野や人数、試験内容等は「新たな会議

体」で議論を 

受入れ分野や人数等を議論する場として、報

告書では労使等で構成する「新たな会議体の設

置」が明記されていたが、法案では「知見を有

する者の意見を聴く」との記載にとどまった。

「新たな会議体」は制度の検討プロセスの透明

性を確保し、適正化を図るうえで重要な役割を

担うため、その設置や役割等は法令で明確にす

ることが必要である。また、この会議体を有効

に機能させるための方策も検討が必要である。

加えて、試験内容等を適正化することは、各制

度の目的に沿った適正な運用を確保するうえで

大きな意味を持つ。試験の運用状況の確認を含

め、新たな会議体で丁寧に議論することが求め

られる。 

 

特定技能制度も着実な見直しを 

技能実習制度の見直しは当然のことながら、

特定技能制度の見直しも重要だ。前述したよう

に特定技能制度でも問題が顕在化し、また今後、

特定技能外国人が益々増加していくこと等を考

えれば、報告書にもとづき登録支援機関の要件

の厳格化を行う等、特定技能制度の見直しを着

実に進めることが大切である。また、更なる制

度の運用実態の把握も必要である。 
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人権尊重は見直しの大前提 

育成就労制度における本人意向の転籍に関し

ては、報告書では「就労開始１年経過後」から

認めるとされていたが、法案ではその期間を

「１～２年の範囲で設定」と延長するかたちに

修正された。さらに、法案には有識者会議で議

論されていない「永住許可制度の見直し」も盛

り込まれた。制度化については、人権保護と共

生社会の実現ということを前提に、慎重な議論

が求められる。 

 

なお、今回の見直しはあくまで技能実習制度と

特定技能制度に限るものだが、両制度の適正化を

図ることで、他の在留資格での受入れ拡大等、想

定していなかった皺寄せが生じる懸念もある。そ

うしたことを考えれば、外国人労働者の雇用管理

に関する法律を整備することや、外国人労働者と

の共生を含め、「ビジネスと人権」の観点から、

外国人労働政策全般について議論を行うことが必

要だ。しかしながら、後者について、現在、政府

には外国人労働政策全般を議論する場がない。労

使や関係者等が参画する常設の会議体を設置し、

継続的に議論を行うことを検討すべきである。 

 

おわりに 
 

 

上述した課題に加え、育成就労制度で認められ

る労働者派遣の仕組みや、外国人労働者の費用負

担の問題、制度の履行確保のための業所管省庁の

役割・機能の強化等、法案が成立した際に詰めな

ければならない点は多い。また、適正な運用が確

保されなければ見直しの効果は得られない。運用

状況を検証するうえで現場の実態把握は不可欠で

あり、そのために私たち労働組合は大きな役割を

担っている。外国人労働者を含むすべての働く者

の権利が守られ、安心して働くことができる社会

の実現に向けて全力で取り組む決意を述べ、本稿

の結びとしたい。 
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はじめに 
 

 

日本介護クラフトユニオン（ＮＣＣＵ）では、

組合員を対象に毎年「就業意識実態調査」と「賃

金実態調査」（以下、ＮＣＣＵ調査）を実施して

いる。ＮＣＣＵ調査では例年、設問の最後で現在

の介護現場の課題を記述してもらいデータを得て

おり、2023年度調査の記述内容で最も多かったの

は、「人手不足、職員の高齢化」であった。調査

の回答者の年齢を見ても、20年前の2003年の就業

意識実態調査では50歳以上の割合が月給制6.4％、

時給制40.7％であったが、2023年には月給制

39.6％、時給制58.8％と明らかに介護職の高齢化

が進んでいることがわかる。「職員の高齢化によ

り後継者がいない」「働き手の高齢化が進んでい

るが、若い世代の入職がない」等、アンケートか

らも現場の切実さが伝わってくる。 

一方、国は総合的な介護人材確保対策の一環と

して、介護職員の処遇改善や介護ロボット・ＩＣ

Ｔ等テクノロジーの活用推進、介護職の魅力向上

等の施策を講じており、その中の一つに「外国人

材の受入れ環境の整備」がある。 

本稿では、介護分野の外国人労働者に対する取

り組みを紹介するとともに、ＮＣＣＵにおける外

国人労働者の実態やアンケート等から浮かび上が

った課題を報告し、深刻化する人手不足を解消す

るための国の対策について考察する。 

 

１．介護業界における 

外国人労働者の現状 
 

厚生労働省「外国人雇用状況」によると、2023

年10月末時点の日本における外国人労働者数は約

205万人であり、前年より12.4％増加している。

そのうち福祉分野（社会保険、社会福祉、介護事

業）は約６万7,000人で全体の3.3％にとどまるが、

対前年増加率は23.1％と全体平均より高い数字と

なっている。ただし、その増加率は2021年以降鈍

ってきており、介護業界に入職する外国人労働者

も減少傾向にあることがデータから読み取ること

ができる。 

介護分野における外国人労働者の受け入れの仕

組みは、ＥＰＡ（経済連携協定）、在留資格「介

護」、技能実習、特定技能１号の４つがある。 
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(1) ＥＰＡ（経済連携協定） 

最も早くできた介護分野の外国人受け入れの制

度はＥＰＡである。この制度は、介護分野の人手

不足への対応ではなく、二国間の経済活動の連携

強化の観点から公的な枠組みで特例的に行うとい

う趣旨のもと、2009年にインドネシア、フィリピ

ンから介護福祉士候補者が来日したのが始まりで、

その後2014年にベトナムが追加された。 

2023年９月１日時点のＥＰＡ介護福祉士・候補

者の在留者数は2,935人（うち資格取得者762人）

である（国際厚生事業団調べ）。 

 

(2) 在留資格「介護」 

次にできた制度は、2017年９月１日より施行さ

れた在留資格「介護」である。団塊の世代が全て

75歳以上となる2025年には約250万人の介護従事

者が必要とされる中、介護人材の不足が懸念され

ることから、外国人が介護業界で就労することを

目的とした制度である。ここから、「介護業界の

人手不足解消」を目的とした外国人労働者の受け

入れが始まったのである。 

この制度は当初、日本の介護福祉士養成校に通

い介護福祉士の資格を得る「養成施設ルート」の

みであったが、2017年12月に公表された「新しい

経済政策パッケージ」により、2020年４月以降は

「技能実習」や「特定技能」で実務経験を積んだ

後に介護福祉士を取得する「実務経験ルート」が

追加された。 

2023年６月末時点で、在留資格「介護」の在留

者数は8,093人である（出入国在留管理庁。以下、

「入管庁」）。 

 

(3) 技能実習 

３番目にできた制度は、2017年11月１日より施

行された技能実習「介護」である。技能実習制度

に介護が追加された背景には、深刻な介護人材不

足から「日本再興戦略」（2014年６月閣議決定）

において「技能実習制度の対象職種に介護分野を

追加する」と定められたことがある。 

制度の導入にあたっては、「外国人介護人材受

入れの在り方に関する検討会」が2014年10月30日

から2015年１月26日の間に７回開催された。検討

事項は大きく３つ、①介護職に対するイメージ低

下を招かないようにすること ②外国人について、

日本人と同様に適切な処遇を確保し、日本人労働

者の処遇・労働環境の改善の努力が損なわれない

ようにすること ③介護は対人サービスであり、

また、公的財源に基づき提供されるものであるこ

とを踏まえ、介護サービスの質を担保するととも

に、利用者の不安を招かないようにすること──

であった。 

技能実習制度については、実習実施機関の労働

関係法令違反や実習生の勤務実態の問題、不当な

賃金搾取など、良い報告をあまり聞くことがなか

ったこともあり、介護業界に技能実習での介護人

材を入れることには、かなり慎重な議論がなされ

たことを記憶している。 

2022年６月末時点で、技能実習「介護」の在留

者数は１万5,011人である（入管庁）。 

 

(4) 特定技能１号 

最も新しくできた制度は、2019年４月１日より

施行された特定技能１号である。この特定技能制

度は、深刻化する人手不足に対応するために、生

産性向上や国内人材の確保の取り組みを行っても

なお人材確保が困難な状況にある産業分野におい

て、一定の専門性・技能を有する外国人を受け入

れることを目的としている。 

「介護分野における特定技能の在留資格に係る

制度の運用に関する方針」によると、国内で毎年

平均約６万人の介護人材を確保し続けていくこと

が困難なことから、即戦力となる外国人を受け入
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れ、利用者が安心して必要なサービスを受けられ

る体制を確保することが介護サービス需要に適切

に対応するために必要不可欠である、としている。

また、特定技能外国人が大都市圏や特定の地域に

過度に集中することのないように、地方における

人手不足の解消のために地域への就労も支援して

いくこととしている。なお、介護施設等で５年の

就労期間中に介護福祉士資格を取得した場合は、

在留資格「介護」に移行することができる。 

2023年12月末時点で、特定技能の在留者数は２

万8,400人である（入管庁）。 

 

図１ 外国人介護人材の受け入れの仕組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「外国人介護人材受入れの仕組み」 

 

 

２．ＮＣＣＵにおける 

外国人介護人材の現状 
 

ＮＣＣＵでは毎年１月、各分会（組合員が所属

する法人グループごとの組合活動組織）を対象に

「外国人労働者の雇用に関する調査」を行ってお

り、本年も１月１日時点での雇用状況を調査した。 

その結果、44分会中15分会で836名の外国人労

働者の雇用を確認した。在留資格の中で最も多か

ったのは永住者（身分に基づく在留資格）で

31.7％となっており、主に日本人との婚姻により

永住権を取得した外国人であった。続いて技能実

習25.5％、特定技能１号15.6％、在留資格「介護」

8.6％、ＥＰＡ2.9％であり、ＮＣＣＵにおける外

国人労働者のうち、国の施策によるものは52.6％
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と約半数となっている。なお、介護施設への留学

生も13.6％いたことから、今後、介護福祉士資格

を取得した場合はそのまま介護福祉士として業務

に従事できるため、外国人労働者が増える可能性

はある。 

外国人労働者を雇用している法人は、専門員の

配置や相談窓口の設置、意見聴取などの働きやす

い環境づくりを推進しているほか、在留資格の手

続きや住宅探しなどの生活面での支援も行ってい

る。ＮＣＣＵにおいても、組合説明資料に母国語

表記（英語・中国語・ミャンマー語・ベトナム語）

のものを作成し配布したり、上部団体のＵＡゼン

センと連携して苦情相談を受けるなど、雇用の確

保、労働条件の維持向上を図る運動を推進してい

る。 

 

３．ＮＣＣＵ調査から 

見る介護現場の実態と課題 
 

冒頭に記したＮＣＣＵ調査から浮かび上がった

介護現場の課題の中には、外国人労働者について

の記載もある。「外国文化と触れ合えるので、刺

激が得られる」「温かい心を持っている」など、

人間的な魅力について書かれている一方で、外国

人労働者特有の問題も挙げられており、その内容

を見ると大きく２つに分けられる。 

まずは、「コミュニケーションが困難である」

「日本語が通じなかったり意味が分からなかった

りして、トラブルになることがある」「外国人留

学生に日本語で伝えることが難しい」という言葉

の壁の問題である。外国人労働者は、介護現場で

働く上で日常的に必要とされる日本語については

ある程度理解はできるが、言葉で伝えにくい日本

の習慣や感性を理解させることは困難である。ま

た、非漢字圏の外国人が多いので、「記録作成に

時間がかかる」「帳票ありきなので訪問介護は難

しい」など、日本語での書類作成が課題となって

いる。 

そして、人材育成の問題である。「人手不足の

中で外国人労働者に業務を教えていくことが困難」

「まじめな外国人の方が多いので基礎をしっかり

ゆっくり教えられる環境をつくることが大切なの

に、自分の仕事でいっぱいいっぱい」というよう

に、人手不足により人材を育成することができな

い状態となっている。特に技能実習生については、

受け入れにあたって「技能実習生５名につき１名

以上の指導員を選任。そのうち１名以上は介護福

祉士」という要件があり、通常業務のほかに外国

人労働者への教育も行わなければならない、とい

う過酷な状態がある。技能実習生に限らず、外国

人労働者の雇用にあたっては外国人一人につき既

存従事者一人を教育係として付けている場合が多

く、そのために外国人労働者の雇用を躊躇する法

人もある。 

そのほか、外国人労働者に対する利用者からの

ハラスメント（暴言）や、時間に対する感覚の違

いなどの課題も挙がっている。 

 

４．これからの介護分野における 

外国人労働者施策について 
 

2024年３月15日、政府は30年続いた技能実習を

廃止し、長期に人材育成とともに人材確保を目的

とする新たな在留資格「育成就労」の新設を柱と

した法案を閣議決定した。 

この新制度は、人手不足分野における特定技能

１号への移行に向けた人材育成を目指すもの、と

のことである。技能実習制度とは違い、育成就労

制度は外国人のスキルアップ、つまり日本語能力

や技術の段階的な向上を目指すことになっている。 

また、技能実習制度で問題となっていた高額な

送り出し手数料等の透明性を高めることや、悪質



 

 

 

 

特 集 ▼ 外国人労働者政策のこれから 

37 労 働 調 査 2024.4 

ブローカーの介入防止対策、外部監査人の設置を

許可要件とする監理支援機関の設立等、外国人労

働者が安心して長く働き続けられるよう配慮され

ている。 

そして、外国人労働者の中には家族の帯同を希

望する者も多い。就労３年で特定技能１号への移

行が可能となることから、その後介護福祉士資格

を取得すれば家族の帯同が可能となり、在留期間

更新の回数制限もなくなるため、外国人労働者が

長期に安定して就労することができるようになる。

育成就労が軌道に乗れば、介護現場でも即戦力と

して雇用することができ、人手不足解消の一翼を

担うことが期待できる。 

一方、厚生労働省が開催している「外国人介護

人材の業務の在り方に関する検討会」では、人材

不足が深刻な課題となっている訪問介護サービス

に技能実習、ＥＰＡ介護福祉士候補者、特定技能

１号も従事できるようにする、という議論がなさ

れ、３月22日、同検討会にて大筋了承された。 

この施策によって、約40,000人の外国人労働者

が訪問介護サービスを行えるようになる。しかし、

介護職員初任者研修修了等の有資格者であること

だけが前提となっており、日本語能力や介護の質

の担保、ハラスメント対策、そして最も大切な賃

金・労働条件整備についてはすべて受入事業者任

せである。既に訪問介護サービスへの就労が認め

られている一部のＥＰＡ介護福祉士の事例をもと

に、この要件を緩和することについてはいかがな

ものかと考える。 

 

最後に 
 

 

以上のように、国は、介護人材の不足を補うた

め外国人労働者を積極的に受け入れていく方針を

示し、在留資格の要件を緩和する方向で議論を進

めている。 

技能実習制度が介護分野に導入された当時は、

日本語能力の問題や介護サービスの質の低下、そ

して日本人介護従事者より低い賃金で雇用される

懸念が払しょくされず、ＮＣＣＵとしては外国人

労働者の受け入れについてもろ手を挙げて賛成は

しなかった。しかし、法人によっては多数の外国

人労働者を雇用するようになりＮＣＣＵにおける

外国人組合員も増加していることや、介護現場の

人手不足の深刻化により既存従事者の長時間労働

も問題となっていることから、外国人労働者の受

け入れにある程度は理解を示すことが必要な時期

になってきているのではないかと考えている。 

まずは、外国人労働者が日本の介護従事者とと

もに協力し合い、気持ちよく長く働ける環境を構

築するべく、現場の声に耳を傾け、労使で課題解

決に向けて協議していく必要がある。 

新制度の創設や要件の緩和のための議論は、外

国人労働者のあり方を根本から見直す良い機会で

ある。介護保険制度の持続可能性の確保のために、

そして日本の介護の明るい未来のために、外国人

労働者が介護分野の人手不足解消の救世主となる

よう見守っていきたい。 
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はじめに 
 

 

全国建設労働組合総連合（全建総連）は、建設

技能者、一人親方、事業主等を組織している産業

別労働組合で、全国53県連・組合、61万人が加入

している。組合員の主な従事先は、施主から直に

仕事を請負う現場（町場）、ゼネコン等の大型現

場（野丁場）、住宅企業の現場（新丁場）の大き

く３つに分類され、職種は建築大工等を中心に各

職種の建設技能者等が加入している。 

近年建設現場では、外国人技能実習・特定技能

制度等の受け入れが進み、外国籍組合員の割合が

増加傾向にある。全建総連では、外国人労働者の

人権保護、権利保障、労働環境の改善等の取り組

みを進めている。 

 

１．建設分野での外国人労働者

の受け入れが進む 
 

建設技能者の減少・高齢化に歯止めがかかって

いない。2020年の国勢調査（総務省統計局）の結

果では、全国の建設技能者（建設・採掘従事者）

は244万7,000人で前回調査（2015年）から11万

5,000人の減少、19歳以下（10代）では各職種とも

大幅な減少となり、10代の大工職は全国で2,120

人、畳職はわずか10人という衝撃的な結果となっ

た。担い手不足の主な要因として、低賃金・長時

間労働など現場従事者の労働環境の厳しさがある。 

建設業では、技能者を直接雇用しているのは下

請業者・小規模事業者が中心で、下請の重層化が

課題となっている。重層下請構造による中間搾取

など、元下間の適正取引が阻害され、現場施工を

担う下請業者は低単価受注など厳しい経営を強い

られ、技能者の低賃金・雇用環境の低下を招いて

いる。事業者が法定福利費等の雇用に必要な経費

を確保できず、技能者の非自発的な外注化（一人

親方化）・偽装請負も問題となっている。 

こうした状況から、建設技能者の担い手確保・

育成は他産業と比較して更に厳しい状況下にあり、

外国人労働者の受け入れが進められている。2023

年10月末時点の外国人雇用状況（厚生労働省調査）

では、全産業での国内の外国人労働者数は204万

8,675人（前年同月比12.4％増）と初めて200万人

を超え、建設業の外国人労働者数は14万4,981人

（同24.1％増）となった。産業別の対前年増加率

では建設業が最も伸びている。建設業で外国人を
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雇用している事業所数は、３万9,415カ所（同

11.6％増）で、事業所数の伸び率も建設業が産業

別で最も高く、担い手確保を外国人労働者に依存

している状況が伺える。全産業のうち、建設業の

外国人労働者数が占める割合は7.1％、事業所数

では12.4％となっている。 

建設業の在留資格別内訳では、「技能実習」８

万8,830人（61.2％）、「特定活動（東京オリ・パ

ラ工事特例）」7,651人、永住者などの「身分に基

づく在留資格」２万676人、特定技能も含む「専

門的・技術的分野の在留資格」２万6,978人、そ

の内「特定技能」は１万3,172人で、特定技能で

受け入れが認められている12分野では５番目に多

い。建設業の外国人労働者数の約７割が建設技能

者と推測される。 

国籍別では、ベトナムが６万2,026人と最も多

く（全体の42.7％）、インドネシア２万3,549人、

フィリピン１万6,215人、中国１万3,204人、ミャ

ンマー6,399人、ブラジル4,047人、ネパール

1,870人、タイ1,781人、韓国1,409人、ペルー

1,272人などアジア圏の就労者が多く、「その他」

も１万2,599人いる。 

現在、建設現場では技能実習生を中心に多くの

外国人が就労している。東京都内のゼネコン現場

の事例では、１日の作業員人数1,189人のうち、

外国人作業員が199人（16.7％）との報告がされ

ている。住宅現場でも技能実習生を積極的に採用

しており、実習生の指導役として、一人親方等の

熟練した技能を持つ職人を社員雇用する住宅企業

が増加している。建設現場では、外国人労働者は

施工の担い手として重要な存在となっている。 

 

２．建設現場における外国人労

働者の労働環境実態など 
 

全国の労働局や労働基準監督署が、外国人技能

実習生が在籍している事業場（実習実施者）に対

して行った2022年の監督指導、送検などの状況調

査（厚生労働省）では、労働基準関係法令違反が

認められた実習実施者は、監督指導した9,829事

業場の内7,247事業場（73.7％）となった。この

うち、技能実習の計画認定件数が多い主な５業種

（機械・金属、食料品製造、繊維・衣服、建設、

農業）に含まれる建設関係職種の建設業は、

1,853事業場が監督指導を受け、1,542事業場に何

らかの違反があり、違反率は80.3％と５業種の中

で最も高い結果となった。 

外国人技能実習機構（ＯＴＩＴ）の具体的な事

例報告では、①配筋の切断・曲げ加工を営む事業

場で労働基準関係法令違反との通報があり、立ち

入り調査を実施したところ、技能実習生４人が

「36協定」で定める延長時間を超え、１ヶ月当た

り100時間以上の違法な時間外・休日労働をさせ、

最も長い実習生で月110時間超の時間外・休日労

働をさせていた事例、②技能実習生から、労働時

間をタイムカード打刻で管理しているが、給与明

細の時間外労働時間が実際の労働時間数よりも少

なく「タイムカード打刻時間分の割増賃金が適正

に支払われていない」との申告があり、事業場へ

の立ち入り調査を実施した結果、日々の始業終業

時刻で30分未満の端数時間がある場合、切り捨て

によって割増賃金を計算していることが判明、端

数を切り捨てていた部分を再計算し、割増賃金を

支払うよう是正勧告した事例、などが報告されて

いる。 

外国人労働者の平均年収・年齢（厚労省「令和

４年度賃金構造基本統計調査」）は、技能実習177

万8,000円（27.9歳）、特定技能205万7,000円

（29.0歳）、外国人労働者全体248万4,000円

（34.1歳）と、同じ年齢階級の一般労働者の賃金

より数十万円低い水準となっている。 

このように、外国人労働者の労働環境は決して
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良い環境と言えない状況にある。全建総連加盟組

合では、外国人就労者を対象とした電話労働相談

等の取り組みを実施し、「現場で休憩場所が無い」

「長時間通勤」「割増賃金の不払い」「ハラスメン

ト関連の相談」「技能習得ができる指導の要望」

等の相談が寄せられ、弁護士の協力を得ながら解

決に取り組んでいる。厚労省では監理団体や実習

実施者に対し、労働基準関係法令などの周知・啓

発を行い、法令違反の疑いがある実習実施者に対

しては監督指導し、技能実習生の適正な労働条件

と安全衛生の確保が重点的に取り組まれている。 

 

３．外国人労働者の労働条件改

善に向けた取り組み 
 

建設分野での外国人労働者の受け入れ制度（技

能実習・特定技能）では、①雇用契約、②月給制

による報酬の支払い、③建設キャリアアップシス

テム（ＣＣＵＳ）への登録などが必須条件とされ

ており、加えて特定技能制度では、①同等の技能

を有する日本人が従事する場合と同等以上の報酬

額、②技能の習熟に応じた昇給、③外国人就労管

理システムへの登録、などが必須条件とされてい

る。 

特定技能制度では、2022年８月30日の閣議決定

において、旧区分に含まれない作業を含め、業務

区分が３区分（土木、建築、ライフライン・設備）

に統合され、範囲が拡大された。建設業では業界

が一体となった受け入れスキームの構築が進めら

れ、（一社）建設技能人材機構（ＪＡＣ）を通じ

た仕組みが作られている。全建総連はＪＡＣの正

会員として、建設業における外国人労働者の適正

な処遇・環境での就労を確保するとともに、建設

現場従事者全体の処遇改善の流れをより確実なも

のにしていくために、建設産業の産別労働組合と

して特定技能外国人の受け入れ手続きに関与して

いる。特定技能外国人の受け入れに必要な証明書

発行を通じ、組合員事業所に対して適正な報酬・

労働環境での受け入れに理解を求め、外国人就労

者の組織化、実態把握などの検討を図っている。

受け入れをしている組合員事業所からは、「労働

力不足が解消された」「仕事の安定受注につなが

った」「真面目、勤勉で職場の雰囲気が良くなっ

た」との前向きな意見と併せて、「言葉・コミュ

ニケーション等における課題がある」との意見が

多く寄せられている。 

建設現場は危険作業を伴うため、現場での意思

疎通が欠かせない。全建総連では元請企業等に対

して、外国人労働者への労働安全衛生対策の周

知・徹底、多言語による現場内標識・関係書類等

の作成、日本語の理解力に配慮した技能講習等の

実施、労働条件・生活実態の聞き取り、人権侵害

の防止策、国内労働者との均等待遇などを要求し

ている。 

 

４．技能実習法の 

抜本改定と今後の課題 
 

現状の技能実習制度は、最低賃金水準の賃金・

劣悪な労働環境、深刻な人権侵害、目的と実態の

乖離等が散見され、国内外から批判が出ている。

政府は、技能実習制度に代わる新制度「育成就労」

を新設する法案などを閣議決定した。今国会へ提

出し、成立すれば2027年までの施行が目指されて

いる。原則として転籍ができないことが、技能実

習生の人権侵害の要因であると指摘されていたこ

とから、新制度では転籍要件が緩和される見込み

だが、本人意向の転籍認定については、①やむを

得ない事情がある場合、②一定の就労期間、③技

能等の水準・転籍先の適正性に係る一定の要件を

満たす場合など、労働者側としてはハードルが高

いと言える。例を挙げると、業務区分が土木、建
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築、ライフライン・設備の３つに分かれている建

設分野では、土木から建築などへの転籍ができな

いこととなる。また、今国会で提出される改定入

管法案には、永住許可の要件を一層明確化し、そ

の基準を満たさなくなった場合等の取消事由が追

加され、永住者に対する管理強化等の懸念がある。 

「育成就労」は、技能等を習得した外国人労働

者が特定技能に移行し、日本で長期就労、定住す

ることを見越した法改定となっている。しかし日

本では、外国人労働者の居住生活関係の政策に包

括的な法律が無く、具体的な取り組みは自治体任

せであり、居住生活関係での基本法制定の必要性

が指摘されている。 

冒頭述べた通り、建設業では、技能者・外国人

労働者を直接雇用しているのは小規模事業者が多

数を占めている。建設業では、2024年４月から働

き方改革関連法が全面適用となり、時間外労働の

上限規制等への対応が必要となるが、労働基準法

遵守も完全でない実情があり、立場の弱い外国人

労働者へのしわ寄せ等が危惧される。 

建設業は「職人」と呼ばれる通り、作業を行う

上で技術・技能を要することが重要となる。業界

共通の制度インフラとして「建設キャリアアップ

システム（ＣＣＵＳ）」の運用が2019年より開始

され、適正な能力評価に基づく建設技能者の処遇

改善が進められている。育成就労・特定技能制度

が、技能不要の低賃金単調労働を助長し、単なる

国内の労働力不足を補うだけの権利無き技能形成

の制度とならないように、義務化されているＣＣ

ＵＳの登録と併せて外国人労働者の能力評価を進

め、労働環境の改善、権利保障、人権保護、地域

社会における共生等、建設業の産別労働組合とし

ての役割を果たすべく、具体的な運動・取り組み

をしっかりと進めていきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「賃金が上がる社会への転換（仮題）」の予定です。 

次号の特集は 
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【インタビュー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日中技能者交流センターについて 

日中技能者交流センターは1986年に設立された（設立当初は「日中勤労者交流センター」）。設立の経

緯として、中華全国総工会からの要請を受け、初代会長である槙枝元文（元総評議長）氏がイニシアテ

ィブをとる形で設立に至った。また、設立年は連合結成の３年前にあたるが、1980年代前半から加速し

ていた労働戦線統一の流れの中で、槙枝元文、天池清次（元同盟会長）、堅山利文（元中立労連議長）、

中川豊（元総評副議長）が発起人となった。 

設立以来、技能交流事業協議会を編成して、中華全国総工会の関連団体である「中国職工対外交流中

心」や中国国務院の労働部設立の「中国職業技能開発交流中心」との間で協議を重ね、事業を行ってき

た。主な事業は、日本語普及活動、中国の労働組合との交流事業などである。 

中国での日本語普及活動として、政府の助成金や日本財団からの支援を受けながら、日教組出身の教

員ＯＢなど通算で1,800人あまりを派遣してきた。日本語教師の派遣事業は、最も派遣者が多かった2000

年前後には90名近くにのぼったが、以降は徐々に少なくなっていき、2019年以降派遣を中止している。 

中国の労働組合との交流事業は、中国政府による技術移転や、人材育成事業の一環にあたる。この交

流事業の１つとして始まったのが技能実習生（当初は外国人研修生）の受け入れ事業である。 

 

――組織の理念や活動目的について教えてください。 

設立経過から労働団体や福祉団体、教職員組合などの協力に支えられている歴史をもっています。その

精神から人権を尊重した労働者保護、国際協力、相互理解を通じた労働者の生活と福祉の向上を第一に掲げ

ています１。 

 

１．定款より、「この法人は、わが国と中華人民共和国及び同国の近隣諸国との間における、技能者その他の勤労者の

交流並びにわが国に滞在する技能者その他の勤労者の生活向上に係る支援に関する諸事業を実施することにより、関

係国との間の有効と相互理解の促進、及びそれぞれの国における勤労者の福祉の向上に寄与することを目的とする」。 

    
   

 日中技能者交流センターにおける 
      外国人技能実習生の受け入れ事業 

    塩田
し お た

 正行
ま さ ゆ き

 ●公益財団法人 日中技能者交流センター 常務理事 

日中技能者交流センター 

インタビュアー：労働調査協議会 長谷川 翼、加藤 健志 

（文責：労働調査協議会 長谷川 翼） 
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また、技能実習制度との関連でいえば、技能実習生の受け入れ企業による会費と技能実習生等の監理費

のほかにも、公益財団法人として労働団体などによる会費や寄付が運営の基盤となっています。監理団体２

は全国に3,500組織程度ありますが、その中でも私たちの団体は、簡単に言えば働く者の権利の尊重に軸足

をおいていることが特徴といえると思います。 

 

――事業体制について教えてください。 

事業体制は、本部のほか、札幌から福岡まで８つの拠点があります。制度申請等の事務作業と送り出し

国の機関との折衝は本部が一括で行っています。各地に生活拠点をおいている職員と雇用契約を結んで、そ

れぞれの職員が定期的な監査やトラブル処理などの業務を担っています。 

職員数（含む出向者）としては、約45名程度で運営しています。各地方拠点の職員は約15名程度います。

実習生等の支援相談活動には労働関係の知見、実務経験が不可欠なため、労働組合の役員をリタイアした方

が比較的多いです。また、中国語とベトナム語を母国語にする通訳・相談業務を兼任する職員が約10数名い

ます。ミャンマー語やインドネシア語が話せる職員は現在常勤していませんが、それぞれの国からの実習生

の対応は、送出機関の日本駐在員と連携して行っています。各拠点の職員と通訳者、技能実習生はチャット

ツール等で相互に連絡をとっています。実習生等からの相談事は主にこうした連絡ツールを利用して職員が

対応しています。 

なお、技能実習制度では、入国後１ヶ月間は研修所で日本語教育や法的保護等の生活上のルールに関す

る講義を受けます。私たちの団体では、いくつかの地域に研修所があって、運営は業務委託をしています。 

 

――技能実習生の受け入れ事業について教えてください。 

私たちの財団では2024年３月現在、技能実習制度に関する取引企業数は約50社を超えています。受け入

れている外国人就労者数（特定技能外国人含む）は総勢で約1,700名近くおりますが、そのうち７割程度が

技能実習生です。 

技能実習制度が制度改正を重ねているため単純な比較はできませんが、2000年代のリーマンショックに

よる世界経済危機の影響が出る前には、毎年度300～400社との取引があり、受け入れ人数も3,000～4,000人

にのぼりました。 

受け入れ業種もこの30年間で変化しています。一般に、外国人研修生が受け入れられ始めた背景として、

中小企業の人手不足がありますが、私たちの団体から受け入れた中国人研修生の研修先も福井県の繊維産業

や岐阜県の機械加工に多くみられました。全体の動向と共通している側面がありますが、今日では繊維・紡

績分野での実習生は減少してきており、食品加工や建設など多様な業種に広がっています。受け入れ地域は

北海道から九州まで全国にわたります。例えば、食品加工業種は消費地とする大都市の周辺に集中する傾向

があります。 

技能実習事業では、監理団体が活動するための費用として監理費を受け入れ企業からいただいて運営を

 

２．監理団体については「参考資料」（ｐ50～）を参照。 
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しています。この監理費の価格設定は監理団体によっても異なります。外国人技能実習機構による調査結果

がありますが３、私たちの監理費はこの調査結果に比べても低い水準になっています。 

技能実習生等の受け入れにあたっては、当該企業の経営状況（含む財務体質）の健全性を検討していま

す。ときには企業が倒産・廃業することもまれにあります。その際、技能実習生の新しい実習先を見つける

ことも監理団体の役割です。 

 

――特定技能制度などその他の外国人の受け入れ事業について教えてください。 

技能実習を受け入れていた企業で在留資格を転換した「特定技能外国人」を支援しています。特定技能

制度は2019年創設されたので、それ以前に技能実習生として来日していた人が特定技能の在留資格で再び来

日するケースも一部みられます。また、技能実習生は受け入れず、特定技能外国人だけ受け入れている企業

も一部あります。特定技能外国人の受け入れ対象分野・業種は広がっていけば、今後さらに特定技能外国人

が増加していくだろうと見込んでいます。 

その他、オリンピックの建設需要にあわせた時限的な「建設就労」（在留資格としては「特定活動」）の

枠ではネパール人、フィリピン人の受け入れも行っていました。これは事業自体が2022年度末で終了しまし

た。 

 

――最近では技能実習生の受け入れ事業に関して変化はありますか。 

中国から研修生を受け入れ始めた当初からみると、中国の状況は一変し、経済的にも技術的にも飛躍的

に向上しています。 

私たちの団体としても、設立以来、送出機関である中国職工対外交流中心と中国職業技能開発交流中心

との間で多くの技能実習生を受け入れてきました。この公的な性格をもつ機関は、中国の送り出し政策と密

接に関連していますが、両組織ともにこの数年の間で実習生の送り出し事業を終えました。また、日本語講

師派遣事業については中国側の事業主体の組織再編など事業を取り巻く環境の変化により2019年度から中止

しています。技能実習事業や日本語教師派遣事業は、中国における近年の経済状況や政策動向などの事業環

境の変化を受けて転換点にあるといえるでしょう。 

なお、日中の相互理解、技術移転などに資する事業として、中国の大学機関等で教鞭をとる中国人日本

語教師向けのスキルアップ事業を継続しています。新型コロナウイルス感染症拡大の影響もあって、当面は

オンラインによる開催ですが、対面式も予定しています。 

中国での技能実習事業について、従来の組織と異なる送出機関を通じて中国人技能実習生の受け入れを

継続しています。また、これまで中国以外の国からも技能実習生を受け入れてきました。ベトナム人技能実

習生の受け入れは1997年にすでに始まっていましたが、この10年間での増加傾向が著しく、2018年には中国

人技能実習生数を超えました。また、2013年からはカンボジアやフィリピン、2023年度にはインドネシア、

 

３．外国人技能実習機構の調査（2021年調査）によると、各監理団体の一人当たり平均定期費用（月額）は、１号生が

30,551円、２号生が29,096円、３号生が23,971円である。なお、初期費用（入国前講習、健診、講習手当、渡航費等）

は341,402円。 
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ミャンマーからも技能実習生を受け入れ始めています。 

 

――最近の技能実習生・特定技能外国人の受け入れ企業の動向について教えてください。 

私たちの団体が取引する受け入れ企業が一時期に比べて減っている要因としては日本の産業構造の変化

があります。比較的人数の多い技能実習生の受け入れ分野であった繊維産業の企業は、その多くの工場が海

外へ移転したり業種転換をしています。グローバル化が進展するにしたがって、市場の変化、労働力の調達、

移転コストなどの経営判断により、海外移転が進んできました。 

一般的に受け入れニーズの高い農業や介護について、私たちの団体は現在受け入れ実績がありません。

ただ介護分野での受け入れは検討したことがあります。 

介護分野の受け入れ条件は他の分野よりも高くなっています。国ごとに適材の確保が重要です。ミャン

マーでは日本で介護労働者として働きたい人が多く、仏教国なので、介護を行うことによって徳を積むこと

ができると考える人が多いとも言われています。 

介護業界では、技能実習生を受け入れて事業が順調となった意見もある一方、懸念もありまだ踏み込め

ない事業者もいます。介護事業は公的な保険制度の枠内から自由な介護報酬の設定が難しく、経営的にも苦

慮している事業者も少なくありません。また、外国人介護者に対する同僚、被介護者の意識の問題もありま

す。ただ、今後は人口減少の中で日本人の労働力だけでの事業運営は厳しいという共通認識が広がっていま

す。 

 

――送り出し国にも経済状況などの変化があると思いますがいかがですか。 

長年、中国から実習生を受け入れてきましたが、今後はさらに減少していくでしょう。私たちの団体が

取引をしている送出機関は山東省の沿岸部にあります。いまでは、同省周辺から段々と都市部から離れてい

かなければ、人材確保が困難となっています。経済的に発展途上だった時代には、日本での就労機会があれ

ば、実習生候補者が集まり、優秀な人も多かったようです。現在は優秀な人ほど台湾や韓国、オーストラリ

アなどの労働条件が高くて就労制限の比較的少ない国が選ばれています。また、実習生も約30年前と比べて

就労意識、実習姿勢、生活スタイルなどは変わっています。 

これまでのアジア諸国の経済社会の発展により技能実習生の出身国も変化しています。最近、受け入れ

企業から、新たな送り出し国として増加しているミャンマーやインドネシアの技能実習生を受け入れたいと

いう声があります。実習生自身としても母国での雇用機会が少ないので、できれば日本に長期的な滞在を希

望する人が多いです。長く日本で働き続けるためには在留資格を変更（特定技能１号、２号）する必要があ

ります。そのためには日本語能力試験、特定技能試験への合格が必要となってきます。 

 

――技能実習生の労働条件も受け入れ・送り出し状況に影響していそうです。 

まず、技能実習生の労働条件については労働法規を遵守していなければなりません。同一労働同一賃金

の観点からも同じ仕事に就く日本人と同等以上の水準が求められます。職場の同一の仕事に就く日本人が職

場にいなければ、それに類似する日本人の賃金水準との均衡が求められています。 

実際には、受け入れ企業がパートタイム労働者（日本人）の賃金水準を踏まえている実態から、時給制
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で最低賃金を適用しているケースが多くなっています。それでも、ここ数年間は最低賃金が上昇傾向にあり、

それに応じて技能実習生の賃金も上昇しています。日本で技能実習として来日するためには日本が選ばれる

魅力を高める必要があります。海外の送出機関からは、労働条件のみならず生活環境も含めて日本をアピー

ルしなければ技能実習生候補者を見つけるのが大変だと聞きます。 

 

――送出機関も様々だと思いますが、どのように選定するのですか。 

技能実習生が病気や怪我、実習が合わないこと、ホームシックなどを理由に帰国する場合もあります。

時には行方不明になったりすることもあります。行方不明の場合は送出機関を通じて、出身国の家族にも報

告をして本人と連絡を取ってもらう必要があります。 

送出機関は母国の窓口です。実習生がトラブルの際、本人意思を確認しながら、監理団体と送出機関が

連携して行う必要があります。信頼できる送出機関の具体的な要件のひとつは、迅速な対応が必要なことか

ら、日本にいる駐在員の有無など、連携して対応できる体制が整備されていることです。 

他方、受け入れ企業の送出機関へのニーズとしては、当然ながら候補者の募集能力を重要視しています。

受け入れ企業としては、たとえば５名募集していたとしても、適材者の選抜には15名程度（約３倍）の候補

者が必要だといいます。監理団体としても、送出機関が候補者を確保できるかどうかは選定する際の目安と

なります。 

 

――技能実習生に対する支援内容について教えてください。 

2017年に施行した「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律」（技能実習法）

では技能実習生の保護を重視しています。監理団体には技能実習生の生活支援・保護や実習計画の点検確認

などが求められています。生活支援・保護は多岐にわたり、ホームシックになりがちな実習生のメンタル的

なケア、共同生活をする中での喧嘩などのトラブル、職場のみならず日常生活で生じる病気や怪我に対する

通院等の対応、犯罪行為を防ぐための指導などです。そのほかにも、日本語教育の支援はもちろん、折り紙

や将棋などのレクチャーを通じて文化的なふれあいをつくるような取り組みも行っています。 

 

――帰国後のフォローアップなどは行っていますか。 

私たち監理団体として、帰国した実習生と直接に繋がりを持つことはありません。外国人技能実習機構

では技能実習制度の趣旨に則って帰国者のフォローアップ調査（母国での就労等）を監理団体経由で行って

います。アンケート結果では母国で日本の技能実習業務とは異なる職種に就労している人も少なくないのが

現状です。 

帰国した実習生の中には日本で得た報酬で起業している人がいたり、別の在留資格（特定技能者）で来

日する人もいます。日本で働いた経験と身につけた技能を活かすことができる仕事が多くはない実態も見受

けられます。グローバル化の時代において、母国のみならず日本でも就労機会が拡大することを期待してい

ます。 
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――技能実習生の受け入れ事業を運営する上での課題は何ですか。 

外国人技能実習生の母国が多様化するにつれて、それぞれの国々の社会事情の理解と対応が必要になり

ました。具体的には、各国の実習生の就労・勤労意識、生活スタイル、宗教、文化等を理解していく必要が

あります。日本人と共生する上で、違いを理解しておくことが技能実習生のトラブルや問題解決に役立ちま

す。 

受け入れ企業、技能実習生に対しては、技能実習制度の主旨である技能育成のために相互に尊重しなけ

ればならない法規ルールについても理解してもらうことが重要です。私たちの団体の理念としても、労働者

の人権や労働環境などの労働者福祉の保護を重視したきめ細やかな運営が求められています。実習生が相談

しやすいような関係性や相談体制を整備しなければなりません。また、監理団体も迅速な対応するための役

職員の適正配置など、フォロー体制を充実させていくことが継続的な課題となっています。 

 

――監理団体として技能実習制度の課題はどこにあると思いますか。 

技能実習制度の歴史を振り返ってみると、1990年～1993年にかけて研修生の在留資格が明確化され、技

能実習制度が創設されるなど、実態に応じた法整備（入管法の改正）が進んできました。当初、１年間は研

修生として研修を行い、その後の１年間は在留資格「特定活動」として技能向上を行っていく制度でした。

さらに、滞在期間は1997年の法改正により通算３年間、2017年の技能実習法により最長５年まで伸びてきま

した。 

技能実習制度の主旨が国際貢献であることには変わりはありません。ただ、徐々に中小企業を中心とし

た人手不足対応として制度を活用する傾向が強まっています。受け入れ企業での受け入れ実態に関する

問題が顕在化してくる中で、課題解決に向けて監理団体を監督・指導を強化するために「外国人技能技能

実習機構」（ＯＴＩＴ）が2017年に新設されました。このように、人権問題に対応したり、低い労働条件を

改善するため、技能実習生を労働法規の適用範囲とするなど、歴史的に労働者保護が強化されてきました。 

監理団体は、こうした法律が整備されてきたことをふまえ、技能実習生の保護を軸足としながら、実習

生と受け入れ企業のそれぞれの立場を調整しなければならない立場にあります。企業側の意見が適当という

こともあれば、一方で、実習生を保護していかなければいけない面もあります。私たちは公益財団法人とし

て技能実習生の受け入れを行っています。公益事業として技能実習生の保護などコンプライアンスに沿った

対応を受け入れ企業に求めてきました。 

 

――今年、技能実習制度を廃止して新たな在留資格「育成就労」を創設する法改正が行われる予定ですが、

どのように捉えてらっしゃいますか。 

これまで技能実習制度は、国際貢献という目的がある一方、人手不足の下での労働力供給の側面も包含

した制度でした。技能実習生の行方不明などトラブルが頻発して目的と現実の乖離が問題化する中で、国際

的に制度が批判されてきた経緯もあります。今回の制度改正は、特定技能制度成立後に定められていた制度

の見直し時期となったこともあり、技能実習制度と特定技能制度を連動させた法改正議論となりました。

2023年11月末に出た「技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議」の最終報告書に示され

たように、外国人労働者として労働力供給の側面が強調されています。 
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私たちは公益財団法人として、技能実習制度の技能移転や人材育成を公益事業の柱としてきました。新

たな制度における技能実習制度に代わる「育成就労」は、技能育成という観点があるため、これまでの公益

財団法人としての私たちの事業と合致しています。これまでの事業経験を生かして新たな制度にも対応でき

ると考えています。実際、制度上、「育成就労」を取り扱える団体については、非営利団体が外国人の人材

育成支援や受け入れ企業の監査を行うと想定されています。 

一方、特定技能制度は外国人労働者の職業紹介事業でもあることから、営利団体・企業の関与が可能と

なります。私たちが大切にしている労働者の人権、相互理解などが希薄になってしまわないかが大変気がか

りです。私たちはこうした外国人労働者との共生する団体としてその役割を果たしたいと思います。 

 

――労働者としての権利保護の観点から転職要件が緩和されますが、どのように考えていますか。 

すでに指摘されているように、地方の中小企業では、転職要件が緩和されると、１年後には技能実習生

が転職をしてしまう場合も起こり得ます。その場合、受け入れ企業にとっては、初期投資した費用が回収で

きなくなることから、費用負担に関するルール作りが必要になるでしょう。転職によって流動化が進み、賃

金水準の高い大都市に人材が移動していくことも想定されます。労働移動の自由を尊重しつつも、技能継承

が十分に果たせるのか課題が残ります。 

今後、日本語能力をいかに向上させるかは、共生社会の上で本人たちが正当な権利を行使するためにも、

重要な課題となっています。現状では日本語教育はほとんど受け入れ企業もしくは本人任せになっています。

公的な補助も含めて、受け入れ企業や監理団体も日本語支援の環境整備を進めなければなりません。 

新しい制度では、転職要件が緩和される中で、転職先の情報として公的機関（ハローワーク）の利用促

進が提案されています。ハローワークの窓口の多言語対応の整備、周知活動などの課題が残りますが、本人

たちもある程度の日本語能力を身につけることが相互理解、共生の上でも不可欠であり、自分の可能性を拡

大できる仕事に就くためにも必要になってくるでしょう。 

 

――技能実習制度は廃止となりますが、これまで監理団体として事業を行ってきて、どのようなことが新し

い制度に活かせると思いますか。 

私たちは新たな制度の下でも、これまでの監理団体として問題解決してきた経験・知見を生かしながら

課題に対処できると思います。従来通り、ステークホルダーと協力、信頼関係を構築しながら事業展開を進

めたいと考えています。 

優良な企業や監理団体を増やしていく方向性は新たな制度でも提示されています。制度の趣旨を正しく

理解しない企業や監理団体を排除する一方で、優良な企業・監理団体には一定のメリットを提供していく制

度設計を期待しています。適正な事業運営を進めるためには、時間的な余裕や一定の経済的な恩恵（リター

ン）がなければなりません。技能実習生の権利が守られるために技能実習制度に基づく規制や「外国人技能

実習機構」の役割（指導、監督）はもちろん必要ですが、同時に、実習現場での迅速な対応には受け入れ企

業、監理団体に一定の裁量を付与したり、申請書類の簡略化を可能とするような柔軟な制度運用も必要です。

新制度の下で、受け入れ企業や監理団体に対して、持続可能できめ細かな人材育成、指導・監理体制を確立

するためにも、優良な企業や監理団体に対する事業運営上の裁量の拡大を期待しています。 
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また、これまで他の監理団体との間でネットワークを築いたり、連携や情報交換をとることはほとんど

ありませんでした。しかし、相互に課題や経験、監理指導のノウハウなどを共有したり、各団体の人材交流

を進めることによって、監理団体全体を底上げし、人的なリソースを有効に生かすことができるようになる

と思います。監理団体も主たる活動が外国人労働者とともに地域社会の中にある以上、地域で連携する協議

会のような運用形態について前向きに検討していくべきだと思います。今後、監理団体が社会的なインフラ

として発展していけば、地域で共に暮らす外国人材といつでも連携協力できるようになり、共生社会実現の

ための一助になると思います。 

 

――貴団体の設立目的のひとつでもある中国技能実習生の受け入れ事業も転機を迎えているように思います。 

私たちの団体の設立目的でもあり、当初から続いてきた中国の公的機関（送出機関）からの技能実習生

の受け入れ事業については、私たち受け入れ側の役割はなくなり、終わりを迎えました。ただ、中国からの

実習生の受け入れは、従来の公的機関ではなく、他の送出機関（公司）を通じて続けています。そして、現

在は中国のみならずアジア諸国からの外国人技能実習生の受け入れ事業を展開しており、組織の通称として

「ＨＲｓＤアジア財団」と打ち出しています。 

私たちは監理団体として、蓄積してきた経験やノウハウを生かしながら役割を果たしていきたいと思い

ます。新しい制度の下でも外国人労働者の権利が保護され、適切な労働条件で技能育成を行い、外国人労働

者として共生できるよう、企業、監理団体、送出機関、行政機関等のステークホルダーと協力、連携して事

業を進めていきたいと考えています。それによって、当財団の設立目的である技能実習生など働く者の福祉

と生活の向上、相互理解の促進を果たしていきたいと思っています。 

 

（2024年３月19日に日中技能者交流センター事務所内にてインタビュー実施） 
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＜参考資料：技能実習制度および監理団体について１＞ 

技能実習制度の概要 

技能実習制度は、国際貢献を目的として、開発

途上地域等の外国人を日本で一定期間に限り受け

入れ、ＯＪＴを通じて技能を移転する制度である。

技能実習生は、入国直後の講習期間以外は、雇用

関係の下、労働関係法令等が適用されており、

2023年末時点で全国に約40万人在留している。 

技能実習生の受け入れ形態には「団体監理型」

と「企業単独型」の２種類ある。団体監理型は、非

営利の監理団体（事業協同組合、商工会等）が技能

実習生を受け入れ、傘下の企業等で技能実習を実

施する形態である。企業単独型は、日本の企業等

が海外の現地法人、合弁企業や取引先企業の職員

を受け入れて技能実習を実施する形態である。受

け入れ形態別の在留者割合は、団体監理型が98.3％、

企業単独型が1.7％である（2023年末時点）。 

技能実習生は、現在の制度上、技能実習１号か

ら３号までの在留資格の取得により最長５年の在

留期間が設けられている。技能実習２号および３

号への在留資格の変更にあたっては、所定の技能

検定等での合格が求められ、実習修了後は帰国し

なければならない（技能実習３号の取得には１カ

月以上の帰国が必要）。 

技能実習制度の経緯 

技能実習制度は、1982年の出入国管理及び難民

認定法（以下、「入管法」）の改正に伴う企業単独

型による外国人研修生の受け入れ、1990年の団体

管理型による外国人研修生の受け入れ開始といっ

た経緯を経て、1993年の「技能実習制度に係る出

入国管理上の取扱いに関する指針」の施行によっ

 

１．法務省出入国在留管理庁、厚生労働省人材開発統括官「外国人技能実習制度について」（2024年４月15日改訂） 

（https://www.otit.go.jp/files/user/240417-200.pdf）をもとに作成（図表の出所も同様）。 

て制度化された（実習期間は、研修１年＋技能実

習１年）。 

外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生

の保護に関する法律（以下、「技能実習法」）は、

制度趣旨を徹底するために技能実習制度の適正な

実施と技能実習生の保護を図ることを目的として、

2016年に制定（2017年施行）された（実習期間は、

最長５年）。主管は法務省および厚生労働省の共

管となっている。 

技能実習法では、制度の適正化のために、技能

実習計画の認定制、実習実施者（受け入れ企業）

の届出制、監理団体の許可制を導入した。また、

技能実習生の保護としては、人権侵害行為等に対

する罰則規定の導入のほか、技能実習生への相談

や情報提供、転籍の連絡調整等を実施することと

している。そのほか、外国人技能実習機構を許可

法人として新設し、技能実習計画の認定や実習実

施者・監理団体の実地検査、監理団体の許可に関

する調査等のほか、技能実習生に対する相談・援

助等を行うこととしている。 

監理団体について 

技能実習法において、監理事業を行う者は主務

大臣の許可を受けなければならないこと、許可に

当たっては許可基準に適合しなければならないこ

とが定められている。 

監理団体の主な許可基準は、次の通りである。 

①営利を目的としない法人であること 

②監理団体の業務実施の基準に従って事業を適

正に行うに足りる能力を有すること 

③監理事業を健全に遂行するに足りる財政的な

基礎を有すること 
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④個人情報の適正な管理のため必要な措置を講

じていること 

⑤外部役員又は外部監査の措置を実施している

こと 

⑥基準を満たす外国の送出機関と技能実習生の

取次ぎに係る契約を締結していること 

⑦（第３号技能実習の実習監理を行う場合）優

良要件への適合 

⑧上記①～⑦のほか、監理事業を適正に遂行す

る能力保持していること（監理費を適正な額

で用途と金額を明示したうえで徴収すること、

自己の名義をもって他人に監理事業を行わせ

てはならないこと、適切な監理責任者が事業

所ごとに選任されていること、以上を満たさ

なければいけない） 

 

監理団体の主な仕事は、実習実施者（受け入れ

企業）への指導・支援のほか、在留資格認定証明

書の交付申請、技能実習生候補者の受け入れに関

して契約した送出機関との調整および入国する技

能実習生への在留資格認定書の送付である。 

技能実習生の実習実施における監理団体の業務

は次の通りである。①受け入れ企業に対する定期

監査（３か月に１度以上で、実習状況の実地確認

や技能実習生の宿泊施設等の生活環境の確認など

を行う）、②第１号の技能実習生に対する入国後

講習の実施、③技能実習計画の作成指導、④技能

実習生からの相談対応、以上によって適正に技能

実習が行われているか実施状況を確認し、適正な

実施に向けた指導することが監理団体の具体的な

仕事とされている。また、受け入れ企業や送出機

関との関係の中では、「人づくり」という国際貢

献の制度趣旨について周知を行い、事業者の適正

な運営実施に努めることが求められている。 

 

団体監理型の技能実習生受け入れの仕組み 
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ダロン・アセモグル、ジェイムズ・Ａ・ロビンソン著 鬼澤忍訳 

『国家はなぜ衰退するのか：権力・繁栄・貧困の起源』上・下 

早川書房（2013年） 

 

世界を見渡すと様々な国家がある。その中には生活水準が高い国家もあれば、飢餓に苦しむ

貧しい国家も存在する。なぜこのような差が生じるのだろうか。本書では国家の繁栄・衰退の

メカニズムが分析されている。 

本書には国家の繁栄・衰退を分ける重要な要因が２つあげられている。１つ目の要因が経済

制度の違い、すなわち「包括的な経済制度」と「収奪的な経済制度」である。 

包括的な経済制度下では、公平な法体系のもの、私有財産は保障されており、人々は自らが

生み出した成果を享受することができる。そのため投資やイノベーションを企てるインセンテ

ィブが生じ、経済の繁栄が促されることになる。一方、収奪的な経済制度下では、私有財産は

保障されず、自らが生み出す成果は認められなかったり、搾取される。このような収奪的な制

度下では、人々には投資をしたり、イノベーションを起こすインセンティブが生じない。 

２つ目の要因が政治制度の違い、すなわち「包括的な政治制度」と「収奪的な政治制度」で

ある。包括的な政治制度とは、国家が中央集権化されており、政治権力は個人やグループに幅

広く与えられている多元的な状態を示す。反対に、これらの条件を伴わない制度が収奪的な政

治制度であり、例えば絶対主義のように権力が特定の層に集中している状態を示す。 

これら経済制度と政治制度には相互作用がある。例えば、収奪的な政治制度下では、限られ

たエリート層に権力が集中し、権力の行使に歯止めがかからない。そのためエリート層は収奪

的な経済制度を構築し、富を独占しようとする。さらに収奪的な経済制度と政治制度の下で

は、既存のエリート層が挑戦を受けて敗北した場合、勝者もわずかな制約しか受けないことに

なる。そのため勝者にも収奪的な政治制度を維持し、収奪的な経済制度を続けるインセンティ

ブが生じる。こうしたメカニズムは収奪的な制度から包括的な制度への移行を妨げる。 

経済制度と政治制度の違いが国家の繁栄・衰退を分ける一例として韓国と北朝鮮の事例が紹

介されている。韓国と北朝鮮は民族性や言語、地理的位置などの点で均質的である一方、両者

には経済的に大きな差がある。なぜならば、韓国には包括的な制度があり、人々は努力や投資

によって成果を享受できる一方、北朝鮮では人々にそのようなインセンティブが生じないから

である。こうした制度の違いが繁栄・貧困の差を生みだす。 

本書に示されている包括的な制度と収奪的な制度による繁栄・衰退のメカニズムの分析を通

じて、包括的な制度が社会の発展に重要である一方、収奪的な制度の下での繁栄や成長には限

界があることがわかる。本書が出版されてやや時間が経過しているものの、示されている国家

の繁栄・衰退のメカニズムは、我々を取り巻く世界情勢や社会の現状だけでなく、その将来を

見通すうえで、色褪せることない重要な理論となっている。（中川 敬士） 
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労働調査協議会（労調協）は、わが国で最初に設立された労働組合のための総

合調査研究センターです。労働組合が基金をだしあい、労働組合と力を合わせ

て、労働問題を調査・研究し、これを組合活動に役立てていくことを使命に設

立されました。その後、使命の実現に向け、一貫して、政府・経営者・政党から

独立した立場を守り、つねに労働組合と力を合わせ調査・研究に取り組んでいま

す。

　労調協では労働組合から受託する調査・研究とともに、会員組合を中心に呼び

かけて実施する共同調査にも事業として取り組んでいます。共同調査では、その

ときどきで労働組合に必要とされるテーマを取り上げ、調査・研究の成果を広く

社会に発信しています。近年のテーマは以下の通りです。

労調協のホームページでは調査結果の概要などを掲載しています。ご活用ください。
　　（https://www.rochokyo.gr.jp/html/kyoudou.html）

労調協 労働調査協議会（LABOUR  RESEARCH  COUNCIL）
  〒100-0011 東京都千代田区内幸町1-3-1 幸ビルディング6F

TEL. 03-6257-3883　FAX. 03-6257-3884 https://www.rochokyo.gr.jp/

労調協の共同調査労調協の共同調査労調協の共同調査

「定年後の雇用者の仕事と生活における諸問題と今後の取り組み課題」（2010年）

「人と人のつながりに関するアンケート調査」（2012年）

「第 4回次代のユニオンリーダー調査」（2015年）

「次代のユニオンリーダーの意識と実態に関するインタビュー調査報告書」（2019年）

「第 5回次代のユニオンリーダー調査」（2022年）

共同調査における近年の調査テーマ

労調協　共同調査
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